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(2016 年 6 月 21 日 受理) 

 
原子力平和利用の透明性は、「すべての関心ある者に対して、原子力の利用において安全性、

核セキュリティ、適切な核物質管理(保障措置の実施)が確保されていることを独立して評価で

きる情報を提供する協力のプロセス」と定義されている。アジア太平洋地域は、すでに核燃料

サイクルを有する国から将来的に原子力発電を目指す新興国まで、原子力発電をめぐる各国の

状況は多様であり、また地域内には核兵器保有国等も存在するため地政学的状況も複雑である。

したがって、地域の不安定化をもたらすことなく円滑に原子力活動を推進するためには、透明

性を確保することにより地域内の信頼を醸成することが重要である。こうした認識の下、日本

原子力研究開発機構は、1995 年より米国エネルギー省及び傘下の国立研究所と共同で透明性の

向上を目的とした様々な研究や活動を実施してきた。その取り組みは、透明性概念研究、高速

実験炉「常陽」における遠隔監視システムの開発、アジア太平洋安全保障協力会議(CSCAP: The 
Council for Security Cooperation in the Asia Pacific)における透明性ウェブサイト開発支援、

情報共有フレームワークの開発、及び地域内の関係者を広く招いたワークショップの開催等が

挙げられる。現在は、これらの過去の研究および活動の成果を基に、透明性向上を目的とした

情報共有の実施フェーズに移行中である。2015 年には、アジア太平洋保障措置ネットワーク

(APSN)に参画している保障措置・核不拡散専門家を対象として情報共有フレームワークウェブ

サイトを開設した。さらに、そのウェブサイトの利用者から新たなニーズや得られた情報の有

効性等のフィードバックを得ることで、効率的・効果的な情報共有フレームワークのあり方を

検討し、持続可能で発展性のある情報共有フレームワークを目指している。本報告書は、日本

原子力研究開発機構において 20 年近くにわたって実施されてきた透明性向上を目的とした研

究およびその他の活動について総括し、今後の展開について論じるものである。 
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Nuclear transparency is defined as “a cooperative process of providing information to 

all interested parties so that they can independently assess the safety, security, and 
legitimate management of nuclear materials” by Sandia National Laboratories (SNL). 
Since the Asia-Pacific region has a broad spectrum of nuclear development underway and 
planned in the future, nuclear transparency is recognized as essential to provide additional 
assurance and enhance confidence building in this area. It is expected that elevated 
nuclear transparency should also supplement and reinforce International Atomic Energy 
Agency (IAEA) safeguards. With this recognition, Japan Atomic Energy Agency (JAEA) has 
committed various studies and activities for enhancing regional transparency mainly with 
U.S. Department of Energy (DOE) and its national laboratories. The efforts include 
transparency concept study, development of remote monitoring system at the Experimental 
Fast Reactor ‘Joyo’ for the use of regional transparency, cooperation to Council for Security 
and Cooperation in Asia Pacific (CSCAP) to develop internet-based transparency tools, 
establishment of Information Sharing Framework (ISF), and the hosting of a series of 
workshops inviting a wide range of regional stakeholders. Based on all the achievements of 
the past efforts, JAEA is now transiting from “study phase” toward the “implementation 
phase” of information sharing for enhancing its nuclear transparency. The ISF website was 
established in 2015 as a part of Asia Pacific Safeguards Network (APSN) website for JAEA 
to provide relevant information to APSN members. The website is continuously improved 
through collecting new needs and feedback from users of the website. This report 
summarizes the past studies and activities performed in JAEA for about 20 years to 
enhance regional nuclear transparency and discusses the future prospect. 
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1. はじめに 

「透明性」の言葉は、国際政治の分野で長く使用されてきた。冷戦時代、「透明性」は軍備管

理の文脈における信頼醸成措置の一つとして論じられ、確実な軍縮の実施や偶発的な軍事衝突

を防ぐ観点から敵対する国家間における軍事活動の透明性確保が重要とされた 1。 
核不拡散・保障措置の分野において「透明性」の言葉が初めて使われたのは、国際原子力機

関(IAEA: International Atomic Energy Agency)事務局長(当時)ハンス·ブリックスによる

1992 年IAEA総会の冒頭発言であったといわれている 2。1990 年代初頭、イラクの核開発計画

が露呈したことに端を発して、未申告活動の検知を含むIAEA保障措置の強化が喫緊の課題と

して認識された。こうした状況を踏まえ、前出の冒頭発言において透明性は「原子力活動が疑

いなく平和利用の範囲にあることを継続的に保証するために重要である(筆者訳) i, 3」と述べら

れた。これを契機として 1990 年代前半、IAEA保障措置を効率化・強化するための重要な概念

として、核不拡散・保障措置分野における透明性の議論が国際的に活発化した。 
一方同時期の日本では、1992 年にあかつき丸によるフランスからのプルトニウム輸送が行わ

れ、また 1994 年には高速増殖原型炉もんじゅが初臨界を迎える等、国内でのプルトニウム利

用が加速していた 4。日本原子力研究開発機構(JAEA; Japan Atomic Energy Agency) ii及びそ

の前身機関は、国際的な保障措置強化の動きの中で着実にプルトニウム利用を進めるためには、

これらの活動が平和目的であることを国内外に対して十分説明することが重要であると認識し、

1995 年から自らの原子力活動の透明性向上のための研究を開始した。近年では、アジア太平洋

地域における原子力発電利用の増加や地政学上の懸念が存在することから、当該地域における

透明性向上に焦点を当てた取り組みを実施している。 
 

2. 透明性の基本的理解 

2.1. 「透明性」の定義 

 原子力に関する透明性は、環境放射線、施設の安全性、核軍縮、核不拡散等、様々な分野で

議論されてきており、そのたびに「透明性」の概念は繰り返し定義されてきた。したがって、

現在存在する定義は一つではないが、JAEA及びその前身機関は、数ある定義のうち米国サン

ディア国立研究所  (SNL: Sandia National Laboratories) 共同監視センター (CMC: 
Cooperative Monitoring Center)が提唱した「すべての関心ある者に対して、原子力の利用に

おいて安全性、核セキュリティ、適切な核物質管理(保障措置の実施)が確保されていることを

独立して評価できる情報を提供する協力のプロセス(筆者訳) iii, 5」という定義に基づいて研究開

                                                  
i 原文は“essential to maintain confidence about their peaceful character and dispel any 
doubts in this regard” 
ii 動力炉・核燃料開発事業団 (～1998 年)、核燃料サイクル開発機構(～2005 年)、日本原子力

研究所(~2005 年) 
iii 原文は“a cooperative process of providing information to all interested parties so that 
they can independently assess the safety, security, and legitimate management of nuclear 
materials” 
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発を実施してきた。この定義に基づくと、透明性は制度上の義務に依らない自発的なプロセス 
(voluntary process)であり、このプロセスにおいて提供される情報は質・量ともに受領者が独

立して評価できる程度に十分なものである必要がある 6。 
 
2.2. 「透明性」の意義 

 
2.2.1. IAEAと加盟国の間の透明性：IAEA保障措置の強化 
 前述のとおり、核不拡散・保障措置の分野における透明性は、主に IAEA 加盟国から IAEA
に対する情報提供の意で使われた。INFCIRC/153 に基づく包括的保障措置は、申告された核

物質を査察し、その申告の「正確性 (correctness)」を検認するという手法で実施されてきたが、

イラク及び北朝鮮における核プログラムが明らかになって以降、申告の「完全性 
(completeness)」を検認することの重要性が認識された。保障措置実施に係る常設諮問委員会

(SAGSI)では、この申告の「正確性」と「完全性」の両方を担保する方策として、核不拡散条

約(NPT: The Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons)に基づく法的義務を超え

た、加盟国から IAEA に対する追加的な情報の提供(透明性: transparency)と追加的なアクセス

権の付与(公開性：openness)について検討が行われた。こうした保障措置強化のための透明性・

公開性の議論は、IAEA による「93+2 計画」において継続され、追加議定書(Additional Protocol: 
INFCIRC/540)における申告の拡大及び補完的アクセスとして制度化された 1。 

以上の通り、核不拡散・保障措置分野において「透明性」の語が使用され始めた当初、その

後は加盟国から IAEA への追加的な情報提供を意味し、IAEA 保障措置強化のプロセスで重要

な概念であった。 
 

2.2.2. 国家間の透明性(地域内透明性)：地域内の信頼醸成とIAEA保障措置の補完 

 核不拡散・保障措置の分野において、IAEA と加盟国間の情報共有は NPT を中心とした国際

保障措置体制よって担保されている。すなわち加盟国は IAEA に対して自国の原子力に関連す

る活動がすべて平和目的であることを独自で評価できる情報を提供し、IAEA もその評価から

得られた結論を保障措置実施報告書(SIR: Safeguards Implementation Report)等の形で加盟

国に提供している(図 2.1 左)。一方で、当該国内の原子力活動が平和目的であることを担保す

るような情報を国家間で共有する法的な制度は不在である。 
これまで原子力平和利用に関連する情報を近隣国家間で共有し透明性を確保すること

(regional transparency:地域内透明性)は、地域内で実施されている原子力活動が平和目的であ

り他国を脅かすものではないことを追加的に保証する重要な手段であると指摘されてきた 6, 7。

にアジア太平洋地域のように、原子力利用の拡大が見込まれると同時に核不拡散上の懸念が存 
 
 
 
 
 ８) 

図 2.1 IAEA と加盟国 / 国家間の情報共有

 
 

図 2.1 IAEA と加盟国  /  国家間の情報共有モデル
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在する地域において原子力活動による地域の不安定化を防ぐためには、透明性を確保し、地域

内の信頼醸成を図ることは重要である。 
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図 2.2 マルチトラック・ディプロマシー(Multi-Track Diplomacy)に基づく分類例 

―  

―  

―  
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本分類に依れば JAEA はトラック II であり、透明性向上に係る研究は、アジア太平洋地域

に存在する他のトラック II 機関に属する核不拡散専門家との情報共有に主眼を当てて実施し

てきた。 
 

3. JAEAにおける地域透明性向上のための研究 

 
 JAEA とその前身機関は、1988 年に米国エネルギー省(DOE: U.S. Department of Energy)
と協力合意(Cooperation Agreement)を交わして以降、DOE 及び傘下の研究所との共同研究を

精力的に実施してきた。これらの共同研究はアクションシート(AS)またはプロジェクトアクシ

ョンシート(PAS)と呼ばれる計画書に基づいて実施されており、透明性に関する AS/PAS は、

1995 年に初めての署名に至って以来、9 件署名・実施されてきた(表 3.1)8。一連の共同研究は

以下の 4 つに大別できる(図 3.1)。 
1) 透明性概念研究：AS-21 
2) アジア太平洋安全保障協力会議(CSCAP: The Council for Security Cooperation in the Asia 
Pacific)への協力：AS-49, 60 
3) 地域透明性向上のための遠隔監視システムの開発：AS-20, 33, 46, 54, 65 
4) 情報共有フレームワーク構築：PAS-16  
 

表 3.1 透明性に関する DOE-JAEA 共同研究一覧 8  

AS/PAS 番号 タイトル 実施期間 共同研究相手 

AS-20 核不拡散遠隔監視システム (フェーズ 1) 1995 - 1996 PNCiv/SNLv 
AS-21 透明性についての共同基礎研究 1996 - 1997 PNC/LANLvi 
AS-33 「常陽」における核不拡散遠隔監視システム 

(フェーズ 2) 
1998 - 1999 JNCvii/SNL 

AS-46 核不拡散と透明性の常陽遠隔監視システムの適用

(フェーズ 3) 
2000 - 2002 JNC/SNL 

AS-49 原子力透明性に関する協力(フェーズ 1) 2000 - 2003 JNC/SNL 
(CSCAP) 

AS-54 バーチャルプライベートネットワーク (VPN)の適

用 
2002 - 2005 JNC/SNL 

AS-60 原子力透明性に関する協力(フェーズ 2) 2003 - 2005 JNC/SNL 
(CSCAP) 

AS-65 地域協力、透明性、核不拡散のための確実なデー 2004 - 2010 JNC/SNL 
                                                  
iv PNC: Power Reactor and Nuclear Fuel Development Corporation (動力炉・核燃料開発事

業団) 
v SNL: Sandia National Laboratories (サンディア国立研究所) 
vi LANL: Los Alamos National Laboratory (ロスアラモス国立研究所) 
vii JNC: Japan Nuclear Cycle Development Institute (核燃料サイクル開発機構) 
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タコミュニケーション 

PAS-16 地域核不拡散のための情報共有フレームワーク 2011 - 2013 JAEA/SNL 

 

本章では、これらのうち 1) 透明性概念研究、2)地域透明性向上のための遠隔監視システム

の開発、3)CSCAP への協力にかかる研究概要及び得られた成果を記す。また、これらの過去

の研究から得られた知見を基に開始された近年の取り組みである 4) 情報共有フレームワーク

構築にかかる研究については次章に詳述することとする。 
 
3.1. 透明性基礎研究 

3.1.1. 概要 

本研究は 1996 年に署名された AS-2「核不拡散における『透明性』共同研究」に基づき、PNC
と LANL の間で実施された。その目的は、核不拡散の観点から原子力平和利用の国際的な受容

性を向上させる手段を明らかにするために透明性に関する基礎研究を行うことであった。 
PNC と LANL は、それぞれ独自に、透明性の定義、意義、ゴール、透明性が重要となる施

設、透明性を達成するための技術オプション等、関連するトピックごとに研究を実施した。そ

の上で、1) 透明性の政策的環境、2) 透明性のオプション研究、3) 透明性の技術オプションの

テーマごとに、合計 3 回のワークショップを開催し双方の研究結果が共有された。 
 

3.1.2. 成果 

 (1) 検討結果 
表 3.2 に、PNC、LANL 双方の研究結果をトピックごとにまとめる。 

(2) 考察 
透明性の定義 

PNC、LANL ともに、透明性とは情報共有(または情報公開)によってもたらされるものであ

図 3.1 JAEAにおける透明性研究の流れ 

2011~2013 JAEA/SNL 

表 3.1 透明性に関する DOE-JAEA 共同研究一覧 8 
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るが、その情報の範囲やニーズは対象(target audience)等に応じて変化するという見解で一致

した。この認識は、後に続く遠隔監視システムの開発、情報共有フレームワーク構築の研究の

礎となった。 
一方で両者の根本的な相違は、義務的な情報提供・情報共有は透明性に含まれるか否か、で

あった。すなわち、LANL は義務を超えた自発的な情報公開こそが「透明性」であるとしたが、

PNC は IAEA 保障措置のように第三者による不拡散の検認のような義務的行為も「透明性」の

範疇に含まれるとした。この相違は、日本が非核兵器国であり、米国が核兵器国であるため、

NPT 体制における義務範疇が異なることに起因すると考えられる。 
尚、現在 JAEA における透明性研究は、これらの議論から得られた知見を踏まえ、上述のと

おり SNL/CMC による定義に基づいて実施している。 
 

透明性のゴール 
 ここで提案された、透明性のメカニズム―４W－は、対象が満足する形で(ゴールを達成でき

る形で)透明性を確保するために考慮すべき要素を明らかにしている。これは、PAS-16 の下で

作成された情報共有フレームワークの要求事項 (4 章にて詳述 )における、「必須要素

(requirements elements)を定義することで、情報共有のための計画を立案する」という方針に

大いに生かされた。 
 
透明性オプション 
 ここで議論された透明性向上に資する情報カテゴリは、現在実施中の情報共有フレームワー

クの実証(4 章、5 章に詳述)における、提供すべき情報及びその収集・伝達手段の選択の際に大

いに役立った。 
また、透明性向上のための技術オプションとして提案された遠隔監視は、特に貯蔵施設にお

いて定常外の運転や妨害破壊行為・盗取等の異常事態がないことを確認できる有効な手段であ

ると強調された。こうした認識を基に、JAEA は SNL と共同で約 15 年にわたり高速実験炉「常

陽」の新燃料貯蔵室及び使用済燃料貯蔵施設における遠隔監視システムの構築及び実証の研究

を行った。 
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IA
E

A
保

障
措

置
等

の
義

務
(o

bl
ig

at
or

y)
を

超
え

た
自

発
的

(v
ol

un
ta

ry
)な

情
報

開
示

こ
そ

が
真

の
透

明
性

向
上

手
段

。
 

・
 

上
記

を
踏

ま
え
「

透
明

性
と

は
、
事

業
者

が
自

ら
公

表
し

て
い

る

通
り

の
活

動
を

実
際

に
行

っ
て

い
る

こ
と

を
、
第

三
者

に
確

信
さ

せ
、
納

得
さ

せ
、
安

心
さ

せ
る

目
的

で
自

発
的

に
情

報
を

開
示

す

る
こ

と
」

と
定

義
。

 

透
明

性
が

必
要

な

理
由

 
・
 

原
子

力
の

利
用

は
、

核
兵

器
や

核
爆

発
装

置
へ

の
軍

事
転

用
が

技

術
的

に
可

能
な

た
め

。
 

・
 

左
記

の
状

況
を

踏
ま

え
、
国

内
外

の
透

明
性

を
示

す
対

象
に

対
し

て
事

業
者

が
義

務
を

超
え

て
、
核

不
拡

散
に

関
し

て
自

発
的

に
安

心
感

を
与

え
る
「

追
加

的
措

置
」
を

適
切

に
行

う
こ

と
が

、
信

頼

醸
成

に
は

必
須

で
あ

る
た

め
。

 
透

明
性

の
ゴ

ー
ル

 
・
 

透
明

性
の

ゴ
ー

ル
は

、
対

象
ご

と
に

、
可

能
な

限
り

そ
の

対
象

が
満

足
す

る
レ

ベ
ル

の
透

明
性

を
確

保
す

る
こ

と
。

 
・
 

ゴ
ー

ル
を

達
成

す
る

た
め

の
透

明
性

メ
カ

ニ
ズ

ム
―
4W

－
(透

明
性

向
上

方
策

を
決

定
す

る
際

に
考

慮
す

べ
き

要
素

)が
提

案
さ

れ
た

。
 

W
ho

: 
誰

に
対

す
る

透
明

性
か

。
(例

)一
般

公
衆

、
他

国
政

府
、

地
域

内
専

門
家

、
マ

ス
コ

ミ
、

et
c.

 
W

hi
ch

: 
ど

の
施

設
の

透
明

性
を

示
す

の
か

。
(例

)再
処

理
施

設
、

M
O

X
燃

料
製

造
施

設
、

et
c.

 
W

ha
t: 

何
の

観
点

か
ら

何
の

透
明

性
を

示
す

の
か

。
(例

)安
全

性
の

観
点

、
核

不
拡

散
の

観
点

、
et

c.
 

核
物

質
量

、
原

子
力

技
術

 e
tc

. 
W

he
n:

 ど
の

タ
イ

ミ
ン

グ
で

透
明

性
を

示
す

の
か

。
(例

)即
座

、
年

に
1
度

、
et

c.
 

H
ow

: 
ど

の
よ

う
に

透
明

性
を

示
す

の
か

。
(例

)ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

を
通

じ
た

情
報

公
開

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
施

設
ツ

ア
ー

、
共

同
研

究
 e

tc
. 
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透
明

性
の

障
害

 
・
 

国
際

法
(N

PT
、
ロ

ン
ド

ン
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、
二

国
間

原
子

力
協

定
)

等
に

定
め

ら
れ

る
機

微
情

報
や

技
術

の
公

開
制

限
。

 
・
 

た
だ

し
、

こ
れ

は
核

物
質

防
護

(P
P)

上
の

観
点

か
ら

尊
重

さ
れ

る

べ
き

障
害

で
あ

り
、

透
明

性
向

上
の

方
策

実
施

時
に

は
、

こ
の

観

点
か

ら
違

反
が

な
い

こ
と

の
レ

ビ
ュ

ー
が

必
要

。
 

・
 

19
98

年
当

時
、
情

報
公

開
法

が
不

在
で

あ
り

、
情

報
公

開
の

基
準

や
手

続
き

が
不

明
確

。
(1

99
9
年

5
月

公
布

、
20

01
年

4
月

施
行

) 

・
 

核
兵

器
国

で
あ

る
こ

と
に

よ
り

特
有

の
問

題
が

存
在

。
 

・
 

安
全

保
障

の
観

点
、
商

業
機

密
の

観
点

か
ら

公
開

で
き

る
情

報
が

制
限

。
 

・
 

費
用

対
効

果
。

 

透
明

性
を

適
用

す

る
施

設
の

抽
出

 
・
 

核
不

拡
散

上
の

透
明

性
が

求
め

ら
れ

る
施

設
は

、
Pu

や
H

E
U

を
製

造
、

貯
蔵

、
使

用
す

る
施

設
。

 


 
濃

縮
施

設
、

再
処

理
施

設
、

M
O

X
燃

料
製

造
施

設
 

透
明

性
の

ク
ラ

イ

テ
リ

ア
(透

明
性

を

追
求

す
る

上
で

留

意
す

べ
き

点
) 

・
 

信
頼

醸
成

に
資

す
る

こ
と

：
核

不
拡

散
上

の
義

務
が

誠
実

に
履

行
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
対

象
に

確
証

さ
せ

ら
れ

る
か

。
 

・
 

機
微

情
報

等
の

防
護

：
核

不
拡

散
上

の
懸

念
を

生
む

機
微

情
報

、
PP

情
報

、
商

業
機

密
等

が
公

開
さ

れ
て

い
な

い
か

。
 

・
 

悪
影

響
を

生
じ

さ
せ

な
い

こ
と
：
透

明
性

向
上

の
た

め
の

手
段

と
な

る
機

器
の

設
置

や
そ

の
保

守
管

理
が

施
設

運
転

や
従

業
員

に
悪

影
響

を

与
え

な
い

か
。

 
・
 

時
間

：
透

明
性

向
上

の
た

め
の

手
段

導
入

の
た

め
に

時
間

を
要

す
る

か
。

 
・
 

コ
ス

ト
：

透
明

性
向

上
の

た
め

に
ど

の
程

度
の

コ
ス

ト
を

要
す

る
か

。
(時

間
も

種
々

コ
ス

ト
に

含
ま

れ
る

) 
そ

の
他

、
提

供
さ

れ
る

情
報

が
対

象
に

と
っ

て
有

用
か

、
ま

た
提

供
者

に
と

っ
て

負
担

で
な

い
か

、
等

の
観

点
も

重
要

で
あ

る
。

 
透

明
性

オ
プ

シ
ョ

ン
 

【
透

明
性

向
上

に
資

す
る

情
報

】
vi

ii  
・
 

施
設

の
機

能
に

関
す

る
一

般
情

報
：
施

設
情

報
(運

転
計

画
等

)、
保

障
措

置
情

報
(保

障
措

置
の

概
要

、
査

察
概

要
等

)、
核

物
質

防
護

情

報
(P

P
シ

ス
テ

ム
概

要
等

) 
・
 

施
設

の
運

転
に

関
す

る
一

般
情

報
：
計

量
管

理
情

報
(核

物
質

の
種

類
、
取

扱
量

、
貯

蔵
量

等
)、

輸
送

情
報

(目
的

、
輸

送
物

、
輸

送
量

等
) 

【
ア

イ
テ

ム
施

設
、

バ
ル

ク
施

設
そ

れ
ぞ

れ
の

透
明

性
オ

プ
シ

ョ
ン

】
 

バ
ル

ク
施

設
：

濃
縮

、
再

処
理

施
設

 
・
 

一
般

公
衆

に
対

す
る

定
期

的
な

施
設

ツ
ア

ー
 

・
 

施
設

内
の

核
物

質
情

報
、
放

射
線

量
、
運

転
特

性
に

関
す

る
一

般

情
報

 
・
 

濃
縮

や
再

処
理

施
設

か
ら

払
い

受
け

さ
れ

る
核

物
質

の
輸

送
に

関
す

る
一

般
情

報
 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
vi

ii  
す

べ
て

の
情

報
が

公
開

さ
れ

る
必

要
は

な
い

。
ま

た
、

対
象

に
よ

っ
て

各
カ

テ
ゴ

リ
に

属
す

る
情

報
の

種
類

、
量

、
詳

細
度

は
異

な
る

。
 

表
3.

2 
PN

C
お

よ
び

LA
N

L
に

お
け

る
透

明
性

概
念

の
基

礎
研

究
の

結
果

(2
/4

) 
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に
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め
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れ
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機
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情
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や

技
術

の
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。

 
・
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だ

し
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こ
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は
核
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質
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護
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上
の

観
点

か
ら

尊
重

さ
れ

る

べ
き

障
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で
あ

り
、

透
明
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向

上
の

方
策

実
施
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に

は
、

こ
の

観

点
か

ら
違

反
が

な
い

こ
と

の
レ

ビ
ュ
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が

必
要

。
 

・
 

19
98

年
当

時
、
情

報
公

開
法

が
不

在
で

あ
り

、
情

報
公

開
の

基
準

や
手

続
き

が
不

明
確

。
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99
9
年

5
月
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、
20

01
年

4
月
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) 

・
 

核
兵
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で
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こ

と
に

よ
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特
有

の
問
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が

存
在
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・
 

安
全

保
障

の
観

点
、
商

業
機

密
の

観
点

か
ら

公
開

で
き

る
情

報
が

制
限

。
 

・
 

費
用

対
効

果
。

 

透
明

性
を

適
用

す

る
施

設
の

抽
出

 
・
 

核
不

拡
散

上
の

透
明

性
が

求
め
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る
施

設
は

、
Pu

や
H
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U
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造
、

貯
蔵

、
使

用
す

る
施

設
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濃
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施

設
、

再
処

理
施

設
、

M
O

X
燃

料
製

造
施

設
 

透
明

性
の

ク
ラ

イ

テ
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ア
(透

明
性

を

追
求

す
る

上
で

留

意
す

べ
き

点
) 

・
 

信
頼

醸
成

に
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す
る

こ
と

：
核

不
拡

散
上

の
義

務
が

誠
実

に
履

行
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
対

象
に

確
証
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せ

ら
れ

る
か

。
 

・
 

機
微

情
報

等
の

防
護

：
核

不
拡

散
上

の
懸

念
を

生
む

機
微

情
報

、
PP

情
報

、
商

業
機

密
等

が
公

開
さ

れ
て

い
な

い
か

。
 

・
 

悪
影

響
を

生
じ

さ
せ

な
い

こ
と
：
透

明
性

向
上

の
た

め
の

手
段

と
な

る
機

器
の

設
置

や
そ

の
保

守
管

理
が

施
設

運
転

や
従

業
員

に
悪

影
響

を

与
え

な
い

か
。

 
・
 

時
間

：
透

明
性

向
上

の
た

め
の

手
段

導
入

の
た

め
に

時
間

を
要

す
る

か
。

 
・
 

コ
ス

ト
：

透
明

性
向

上
の

た
め

に
ど

の
程

度
の

コ
ス

ト
を

要
す

る
か

。
(時

間
も

種
々

コ
ス

ト
に

含
ま

れ
る

) 
そ

の
他

、
提

供
さ

れ
る

情
報

が
対

象
に

と
っ

て
有

用
か

、
ま

た
提

供
者

に
と

っ
て

負
担

で
な

い
か

、
等

の
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点
も
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で
あ

る
。
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上
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・
 

施
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機
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関
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る
一

般
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設
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転
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画
等
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障
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置
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障
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置
の

概
要

、
査

察
概
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等

)、
核

物
質

防
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情

報
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P
シ
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概
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等
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・
 

施
設

の
運
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般
情

報
：
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物
質

の
種

類
、
取

扱
量

、
貯

蔵
量
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的
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送
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量

等
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、
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縮
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ー
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運
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濃
縮
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か
ら

払
い
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け
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る
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の
輸

送
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関
す
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す

べ
て

の
情

報
が
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れ
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要
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な
い

。
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た
、

対
象

に
よ

っ
て

各
カ

テ
ゴ

リ
に

属
す

る
情

報
の

種
類

、
量

、
詳
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な
る

。
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概
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・
 

IA
E

A
の

活
動

に
関

す
る

一
般

情
報
：

IA
E

A
の

活
動

に
関

す
る

一

般
情

報
 

【
透

明
性

オ
プ

シ
ョ

ン
】

 
・
 

施
設

見
学

 
・
 

印
刷

物
、

ビ
デ

オ
等

 
・
 

遠
隔

監
視

：
特

に
貯

蔵
施

設
へ

の
遠

隔
監

視
シ

ス
テ

ム
は

施
設

側

が
公

表
し

て
い

る
活

動
の

み
を

行
っ

て
い

る
こ

と
、

第
三

者
の

侵

入
、

妨
害

破
壊

行
為

や
盗

取
が

な
い

こ
と

を
確

認
で

き
、

有
用

。
 

・
 

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

：
施

設
内

で
採

取
さ

れ
た

サ
ン

プ
ル

の
分

析

に
よ

り
、

当
該

施
設

が
、

公
表

し
て

い
る

活
動

の
み

を
実

施
し

て

い
る

こ
と

が
確

認
で

き
る

。
 

・
 

衛
生

監
視

：
施

設
間

の
輸

送
の

適
切

な
実

施
、

輸
送

上
の

適
切

な

PP
措

置
を

確
認

で
き

る
。

 
・
 

独
立

査
察

：
第

三
者

に
よ

る
施

設
へ

の
査

察
に

よ
り

、
当

該
施

設

が
公

表
し

て
い

る
活

動
の

み
を

実
施

し
て

い
る

こ
と

を
確

証
で

き

る
。

 

・
 

濃
縮

施
設

内
及

び
施

設
付

近
の

濃
縮

レ
ベ

ル
に

関
す

る
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
デ

ー
タ

 
・
 

再
処

理
施

設
の

ス
タ

ッ
ク

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
 

ア
イ

テ
ム

施
設

：
未

照
射

H
E

U
、

M
O

X
燃

料
が

存
在

す
る

原
子

炉

及
び

貯
蔵

施
設

 
・
 

一
般

公
衆

に
対

す
る

一
般

的
施

設
ツ

ア
ー

 
・
 

施
設

内
外

の
環

境
デ

ー
タ

 
・
 

核
物

質
の

輸
送

、
量

、
場

所
等

に
関

す
る

一
般

情
報

の
開

示
 

・
 

未
照

射
燃

料
の

受
入

、
貯

蔵
の

遠
隔

監
視

 
・
 

貯
蔵

核
物

質
や

未
照

射
核

物
質

の
タ

ッ
グ

や
シ

ー
ル

の
独

立
査

察
 

 

透
明

性
シ

ス
テ

ム

デ
ザ

イ
ン

概
念

オ

プ
シ

ョ
ン

 

透
明

性
を

示
す

た
め

の
シ

ス
テ

ム
を

構
築

し
て

い
く

手
順

は
以

下
の

通
り

。
 

①
 
各

施
設

に
お

け
る

核
不

拡
散

の
観

点
か

ら
の

懸
念

の
摘

出
：

当
該

施
設

に
お

け
る

具
体

的
懸

念
事

項
を

摘
出

す
る

。
(例

)再
処

理
施

設
に

お

け
る

Pu
単

体
抽

出
の

可
能

性
 

②
 
施

設
内

の
既

存
シ

ス
テ

ム
の

レ
ビ

ュ
ー

：
当

該
施

設
の

計
量

管
理

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
シ

ス
テ

ム
等

の
レ

ビ
ュ

ー
を

し
、

既
設

の
機

器
や

シ
ス

テ
ム

、
及

び
既

に
収

集
さ

れ
て

い
る

情
報

を
把

握
す

る
。

 
③

 
透

明
性

ク
ラ

イ
テ

リ
ア

(留
意

点
)の

適
用

：
懸

念
を

解
消

す
る

た
め

に
必

要
と

考
え

ら
れ

る
情

報
が

、
種

々
の

ク
ラ

イ
テ

リ
ア

に
鑑

み
て

妥

当
で

あ
る

か
考

察
す

る
。

 
④

 
透

明
性

シ
ス

テ
ム

の
構

築
：

以
上

の
す

べ
て

を
勘

案
し

た
上

で
シ

ス
テ

ム
を

構
築

す
る

。
 

表
3.

2 
PN

C
お

よ
び

LA
N

L
に

お
け

る
透

明
性

概
念

の
基

礎
研

究
の

結
果

(3
/4

) 
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透
明

性
の

障
害

 
・
 

国
際

法
(N

PT
、
ロ

ン
ド

ン
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、
二

国
間

原
子

力
協

定
)

等
に

定
め

ら
れ

る
機

微
情

報
や

技
術

の
公

開
制

限
。

 
・
 

た
だ

し
、

こ
れ

は
核

物
質

防
護

(P
P)

上
の

観
点

か
ら

尊
重

さ
れ

る

べ
き

障
害

で
あ

り
、

透
明

性
向

上
の

方
策

実
施

時
に

は
、

こ
の

観

点
か

ら
違

反
が

な
い

こ
と

の
レ

ビ
ュ

ー
が

必
要

。
 

・
 

19
98

年
当

時
、
情

報
公

開
法

が
不

在
で

あ
り

、
情

報
公

開
の

基
準

や
手

続
き

が
不

明
確

。
(1

99
9
年

5
月

公
布

、
20

01
年

4
月

施
行

) 

・
 

核
兵

器
国

で
あ

る
こ

と
に

よ
り

特
有

の
問

題
が

存
在

。
 

・
 

安
全

保
障

の
観

点
、
商

業
機

密
の

観
点

か
ら

公
開

で
き

る
情

報
が

制
限

。
 

・
 

費
用

対
効

果
。

 

透
明

性
を

適
用

す

る
施

設
の

抽
出

 
・
 

核
不

拡
散

上
の

透
明

性
が

求
め

ら
れ

る
施

設
は

、
Pu

や
H

E
U

を
製

造
、

貯
蔵

、
使

用
す

る
施

設
。

 


 
濃

縮
施

設
、

再
処

理
施

設
、

M
O

X
燃

料
製

造
施

設
 

透
明

性
の

ク
ラ

イ

テ
リ

ア
(透

明
性

を

追
求

す
る

上
で

留

意
す

べ
き

点
) 

・
 

信
頼

醸
成

に
資

す
る

こ
と

：
核

不
拡

散
上

の
義

務
が

誠
実

に
履

行
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
対

象
に

確
証

さ
せ

ら
れ

る
か

。
 

・
 

機
微

情
報

等
の

防
護

：
核

不
拡

散
上

の
懸

念
を

生
む

機
微

情
報

、
PP

情
報

、
商

業
機

密
等

が
公

開
さ

れ
て

い
な

い
か

。
 

・
 

悪
影

響
を

生
じ

さ
せ

な
い

こ
と
：
透

明
性

向
上

の
た

め
の

手
段

と
な

る
機

器
の

設
置

や
そ

の
保

守
管

理
が

施
設

運
転

や
従

業
員

に
悪

影
響

を

与
え

な
い

か
。

 
・
 

時
間

：
透

明
性

向
上

の
た

め
の

手
段

導
入

の
た

め
に

時
間

を
要

す
る

か
。

 
・
 

コ
ス

ト
：

透
明

性
向

上
の

た
め

に
ど

の
程

度
の

コ
ス

ト
を

要
す

る
か

。
(時

間
も

種
々

コ
ス

ト
に

含
ま

れ
る

) 
そ

の
他

、
提

供
さ

れ
る

情
報

が
対

象
に

と
っ

て
有

用
か

、
ま

た
提

供
者

に
と

っ
て

負
担

で
な

い
か

、
等

の
観

点
も

重
要

で
あ

る
。

 
透

明
性

オ
プ

シ
ョ

ン
 

【
透

明
性

向
上

に
資

す
る

情
報

】
vi

ii  
・
 

施
設

の
機

能
に

関
す

る
一

般
情

報
：
施

設
情

報
(運

転
計

画
等

)、
保

障
措

置
情

報
(保

障
措

置
の

概
要

、
査

察
概

要
等

)、
核

物
質

防
護

情

報
(P

P
シ

ス
テ

ム
概

要
等

) 
・
 

施
設

の
運

転
に

関
す

る
一

般
情

報
：
計

量
管

理
情

報
(核

物
質

の
種

類
、
取

扱
量

、
貯

蔵
量

等
)、

輸
送

情
報

(目
的

、
輸

送
物

、
輸

送
量

等
) 

【
ア

イ
テ

ム
施

設
、

バ
ル

ク
施

設
そ

れ
ぞ

れ
の

透
明

性
オ

プ
シ

ョ
ン

】
 

バ
ル

ク
施

設
：

濃
縮

、
再

処
理

施
設

 
・
 

一
般

公
衆

に
対

す
る

定
期

的
な

施
設

ツ
ア

ー
 

・
 

施
設

内
の

核
物

質
情

報
、
放

射
線

量
、
運

転
特

性
に

関
す

る
一

般

情
報

 
・
 

濃
縮

や
再

処
理

施
設

か
ら

払
い

受
け

さ
れ

る
核

物
質

の
輸

送
に

関
す

る
一

般
情

報
 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
vi

ii  
す

べ
て

の
情

報
が

公
開

さ
れ

る
必

要
は

な
い

。
ま

た
、

対
象

に
よ

っ
て

各
カ

テ
ゴ

リ
に

属
す

る
情

報
の

種
類

、
量

、
詳

細
度

は
異

な
る

。
 

表
3.

2 
PN

C
お

よ
び

LA
N

L
に

お
け

る
透

明
性

概
念

の
基

礎
研

究
の

結
果
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測
定

、
収

集
、

伝

達
オ

プ
シ

ョ
ン

 
【

測
定

・
収

集
シ

ス
テ

ム
の

オ
プ

シ
ョ

ン
】

 
・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

の
使

用
(計

量
管

理
用

の
測

定
・

情
報

収
集

シ
ス

テ
ム

等
) 

・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

で
は

不
十

分
な

場
合

/既
設

シ
ス

テ
ム

の
透

明
性

目
的

で
の

利
用

が
不

適
切

な
場

合
：
新

し
い

測
定
・
収

集
シ

ス
テ

ム
の

付
加

 
・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

と
は

別
個

の
シ

ス
テ

ム
(同

等
ま

た
は

ス
ケ

ー
ル

ダ
ウ

ン
し

た
シ

ス
テ

ム
)の

構
築

 
既

設
シ

ス
テ

ム
と

新
シ

ス
テ

ム
を

組
み

合
わ

せ
て

使
用

 
【

伝
達

の
オ

プ
シ

ョ
ン

】
 

・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

/新
シ

ス
テ

ム
い

ず
れ

で
収

集
さ

れ
た

場
合

で
あ

っ
て

も
、
既

設
シ

ス
テ

ム
と

は
別

個
の

シ
ス

テ
ム

に
デ

ー
タ

を
蓄

積
す

べ
き

 
・
 

電
話

線
、
ロ

ー
カ

ル
エ

リ
ア

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

、
そ

の
他

の
方

法
で

別
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

等
に

転
送

可
能

な
シ

ス
テ

ム
を

組
み

込
む

べ
き

 
デ

ー
タ

表
示

オ
プ

シ
ョ

ン
 

・
 

印
刷

物
、

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

、
第

三
者

に
よ

る
デ

ー
タ

蓄
積

シ
ス

テ
ム

へ
の

直
接

ア
ク

セ
ス

等
 

・
 

デ
ー

タ
表

示
オ

プ
シ

ョ
ン

は
対

象
に

よ
っ

て
選

択
す

べ
き

 
再

処
理

、
濃

縮
、

M
O

X
燃

料
製

造

施
設

の
透

明
性

技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

 

【
再

処
理

施
設

】
 

・
 

ス
タ

ッ
ク

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

：
Xe

-1
31

、
Xe

-1
32

、
Xe

-1
34

、
Xe

-1
36

量
の

測
定

分
析

に
よ

っ
て

、
再

処
理

さ
れ

て
い

る
使

用
済

燃
料

が
高

燃
焼

度
で

燃
焼

さ
れ

た
も

の
で

あ
る

(兵
器

級
Pu

抽
出

目
的

で
は

な
い

)こ
と

を
判

別
で

き
る

。
 

【
濃

縮
施

設
】

 
・
 

濃
縮

度
モ

ニ
タ

ー
 

・
 

環
境

サ
ン

プ
リ

ン
グ

：
高

濃
縮

ウ
ラ

ン
が

製
造

さ
れ

て
い

る
か

否
か

を
判

別
で

き
る

。
 

【
M

O
X
燃

料
製

造
施

設
】

 
燃

料
貯

蔵
施

設
に

お
け

る
盗

取
・

不
正

持
ち

出
し

等
が

な
い

こ
と

を
遠

隔
監

視
で

き
る

こ
と

が
有

用
。

 
・
 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
技

術
を

用
い

た
リ

ア
ル

タ
イ

ム
で

の
ビ

デ
オ

監
視

シ
ス

テ
ム

 

表
3.

2 
PN

C
お

よ
び

LA
N

L
に

お
け

る
透

明
性

概
念

の
基

礎
研

究
の

結
果

(4
/4
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2016 年現在、本研究実施当時(1996 年)と比べてインターネット技術やその他の情報技術が

目まぐるしく進化したことを考慮すると、そのまま適用するにはやや古い点も散見されるが、

本研究はそれまで曖昧に使われてきた透明性という概念を整理するとともに、透明性向上のた

めの技術的オプションについて具体的な検討を行った点で、のちに続く透明性研究の貴重な礎

となったと言える。 
 
3.2. 地域透明性向上のための遠隔監視システムの開発 

3.2.1. 概要 

本件は、SNL と JAEA 及びその前身機関の間で行われた遠隔監視システムの開発に関する

共同研究であり、1995 年に署名された PAS-20 の下で開始された。当時、遠隔監視技術は新し

い保障措置の効率化策の一つとして注目を集めており、IAEA が中心となって精力的に技術開

発が行われていた。一方、3.1 節において記したとおり、遠隔監視技術は、信頼醸成・透明性

向上といった観点からも有用な技術オプションであることが認識されていた。したがって、

DOE と JNC/PNC は、本技術を対 IAEA 保障措置技術という観点にとらわれずに、より広い

観点から捉え、原子力平和利用の透明性を向上させる技術的手段という位置づけで共同研究を

実施してきた。 
本研究では、大洗研究開発センター高速実験炉「常陽」の関連施設に SNL が基本設計を行

った遠隔監視システム(以下、「常陽」遠隔監視システム)を構築し、遠隔監視技術の開発及び核

不拡散・透明性分野への適用についての検討が行われた。本システムは、事業者による自発的

な情報提供・透明性向上という観点での使用を視野に入れていたため、資金的に負担の大きな

個々のセンサや機器類の製作は極力避け、市場において安定した動作性能が確認されている製

品(ソフトウエアを含む)を使用し、技術のみならず経済性にも優れたシステムを作りあげるこ

とを開発コンセプトとした。本研究は、「常陽」遠隔監視システムの構築後も、機器の更新、実

証試験を重ね、2010 年まで継続的に実施されてきた。 
 
3.2.2 成果 
(1)基本的な「常陽」遠隔監視システムの構成 
 「常陽」遠隔監視システムは、SNL が開発した物質監視システム(Material Monitoring 
System：MMS)をベースに、大洗研究開発センターの「常陽」における遠隔監視適用試験用に

JNC と SNL が共同で開発したものである(図 3.2)。 
MMS は、①データ収集コンポーネント(Data Collection Component：DCC)、②データ保管

コンポーネント(Data Storage Component：DSC)及び③ データ配信コンポーネント(Data 
Dissemination Component：DDC)からなる。「常陽」遠隔監視システムでは、①データ収集コ

ンポーネントのセンサ類は使用済燃料貯蔵施設(図 3.3)と新燃料貯蔵室(図 3.4)に設置されてお

り、データ収集用コンピュータは、使用済燃料貯蔵施設の制御室に 1 台及び新燃料貯蔵室内に

1 台の計 2 台が設置されている。②データ保管コンポーネントは、使用済燃料貯蔵施設の制御

室に、③データ配信コンポーネントは、「常陽」の運転管理担当課に設置されている。 
なお、各コンポーネントの詳細は、花井らによる『「常陽」における遠隔監視システムの開発
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測
定

、
収

集
、

伝

達
オ

プ
シ

ョ
ン

 
【

測
定

・
収

集
シ

ス
テ

ム
の

オ
プ

シ
ョ

ン
】

 
・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

の
使

用
(計

量
管

理
用

の
測

定
・

情
報

収
集

シ
ス

テ
ム

等
) 

・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

で
は

不
十

分
な

場
合

/既
設

シ
ス

テ
ム

の
透

明
性

目
的

で
の

利
用

が
不

適
切

な
場

合
：
新

し
い

測
定
・
収

集
シ

ス
テ

ム
の

付
加

 
・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

と
は

別
個

の
シ

ス
テ

ム
(同

等
ま

た
は

ス
ケ

ー
ル

ダ
ウ

ン
し

た
シ

ス
テ

ム
)の

構
築

 
既

設
シ

ス
テ

ム
と

新
シ

ス
テ

ム
を

組
み

合
わ

せ
て

使
用

 
【

伝
達

の
オ

プ
シ

ョ
ン

】
 

・
 

既
設

シ
ス

テ
ム

/ 新
シ

ス
テ

ム
い

ず
れ

で
収

集
さ

れ
た

場
合

で
あ

っ
て

も
、
既

設
シ

ス
テ

ム
と

は
別

個
の

シ
ス

テ
ム

に
デ

ー
タ

を
蓄

積
す

べ
き

 
・
 

電
話

線
、
ロ

ー
カ

ル
エ

リ
ア

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

、
そ

の
他

の
方

法
で

別
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

等
に

転
送

可
能

な
シ

ス
テ

ム
を

組
み

込
む

べ
き

 
デ

ー
タ

表
示

オ
プ

シ
ョ

ン
 

・
 

印
刷

物
、

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

、
第

三
者

に
よ

る
デ

ー
タ

蓄
積

シ
ス

テ
ム

へ
の

直
接

ア
ク

セ
ス

等
 

・
 

デ
ー

タ
表

示
オ

プ
シ

ョ
ン

は
対

象
に

よ
っ

て
選

択
す

べ
き

 
再

処
理

、
濃

縮
、

M
O

X
燃

料
製

造

施
設

の
透

明
性

技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

 

【
再

処
理

施
設

】
 

・
 

ス
タ

ッ
ク

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

：
Xe

-1
31

、
Xe

-1
32

、
Xe

-1
34

、
Xe

-1
36

量
の

測
定

分
析

に
よ

っ
て

、
再

処
理

さ
れ

て
い

る
使

用
済

燃
料

が
高

燃
焼

度
で

燃
焼

さ
れ

た
も

の
で

あ
る

(兵
器

級
Pu

抽
出

目
的

で
は

な
い

)こ
と

を
判

別
で

き
る

。
 

【
濃

縮
施

設
】

 
・
 

濃
縮

度
モ

ニ
タ

ー
 

・
 

環
境

サ
ン

プ
リ

ン
グ

：
高

濃
縮

ウ
ラ

ン
が

製
造

さ
れ

て
い

る
か

否
か

を
判

別
で

き
る

。
 

【
M

O
X
燃

料
製

造
施

設
】

 
燃

料
貯

蔵
施

設
に

お
け

る
盗

取
・

不
正

持
ち

出
し

等
が

な
い

こ
と

を
遠

隔
監

視
で

き
る

こ
と

が
有

用
。

 
・
 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
技

術
を

用
い

た
リ

ア
ル

タ
イ

ム
で

の
ビ

デ
オ

監
視

シ
ス

テ
ム

 

表
3.

2 
PN

C
お

よ
び

LA
N

L
に

お
け

る
透

明
性

概
念

の
基

礎
研

究
の

結
果

(4
/4

) 

-10- 

JAEA-Review 2016-017

- 11 -



JAEA-Review 2016-017 

- 12 - 

と遠隔監視技術の核不拡散分野への適用』 12を参照されたい。 

 
図 3.2 1999 年時点における「常陽」遠隔監視システム構成図 

 

 

図 3.3 「常陽」使用済燃料貯蔵施設に設置されたガンマ線センサ 
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図 3.4 「常陽」新燃料貯蔵室に設置した中性子センサ 

 
(2)「常陽」遠隔監視システムの拡大・更新とシステムの実証 

本研究は 1995 年に開始され、1997 年には使用済燃料貯蔵施設のオンサイト監視システムと、

「常陽」における遠隔地データレビューステーション等の基本的なシステムが構築された。オ

ンサイト監視システムはガンマ線検出器などのセンサ及び検出器、データ収集システム、使用

済燃料集合体監視のためのデジタルカメラシステム等で構成された。オンサイト監視システム

で収集されたデータは、データレビューステーションに転送され、閲覧・保管された。1997
年には、モデム回線を通じて SNL からも「常陽」遠隔監視システムデータの閲覧を可能とな

るようシステムを拡張し、その実証試験を行った。 
システムはその後も継続的に更新・拡張された。1999 年には使用済燃料貯蔵施設に加えて、

新燃料貯蔵室にも遠隔監視システムが設置され、燃料の監視とデータ分析が行えるようになっ

た。また、情報技術の進歩は目覚ましく、「常陽」遠隔監視システムの情報伝達手段も、当初用

いられていたモデムからイーサネット(Ethernet)、その後インターネットへと更新された。ま

た、バーチャルプライベートネットワーク(VPN)や暗号化技術を適用することにより、情報セ

キュリティの向上も図られた。デジタルカメラを基本とした監視システム、その他非破壊分析

検出器などのシステムも、技術の成熟とともに更新された。 
このように更新・拡張を重ねた「常陽」遠隔監視システムは、その目的や性質の違いにより

3 つの世代に分けることができる。すなわち、遠隔監視技術の基本要件の確認を主な目的とし

た使用済燃料貯蔵施設に構築された第 1 世代システム、新燃料貯蔵室までシステムを拡張し、

さらに情報伝達手段や監視システム・検出器等の成熟に合わせたシステムの高度化を図った第
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2 世代システム、さらに地域透明性向上を目的とした他の研究所との相互モニタリングを想定

してシステムの合理化・標準化を図った第 3 世代システムである。(表 3.3) 
 

表 3.3 「常陽」遠隔監視システムの更新・拡大の概要 

 第１世代システム 
(1996 年～) 
基本要件の確認 

第 2 世代システム 
(1999 年～) 

最新情報伝達手段の適用
による高セキュリティ化 

第 3 世代システム 
(2007 年～) 

透明性向上を目的としたシ
ステムの合理化・標準化 

目的 保障措置技術として出現
した新技術としての遠隔
監視システムの実証 

より情報セキュリティの
高い遠隔監視システムの
実証 

地域透明性向上を目的とし
た遠隔監視技術利用の検討 

場所 ・ 使用済燃料貯蔵施設
(SF) 

・ 使用済燃料貯蔵施設
(SF) 

・ 新燃料貯蔵室(FF) 

・ 新燃料貯蔵室(FF) 
⋆使用済燃料貯蔵施設(SF)の
システムは撤去 

シ ス テ
ム構成 

【センサ・検出器】 
・ マイクロ波モーショ

ンセンサーによる使
用済燃料キャスクの
移動検知 

【情報収集】 
・ 監視ビデオカメラで

の画像収集 
【情報伝達】 
・ モデムによるデータ

送信 
 

【センサ・検出器】 
・ 中性子検出器の更

新、ガンマ線検出器
の設置(SF) 

・ 赤外線モーションセ
ンサー、中性子検出
器、扉開閉センサ等
を新たに設置(FF)  

【情報収集】 
・ 新型ビデオカメラ

(NT ビジョン)での画
像収集 

【情報伝達】 
・ インターネットによ

り「常陽」と SNL の
間で情報を転送 

・ VPN の適用 

・ 機器の標準化・合理化、
システムの簡素化 

・ VPN 及び情報暗号化に
よる情報セキュリティ
の強化 

 

 
各世代の遠隔監視システムは、使用済燃料貯蔵施設・新燃料貯蔵室それぞれに構築された後、

センサや検出器の適切な稼働、データの収集、外部からのデータアクセス、データのセキュア

な転送が確認され、適切に運用できることが実証された。 
 

(3) 地域透明性向上のためのトラック II 機関同士による情報共有を目的とした遠隔監視システ

ムの利用実証 
 更新・拡張を重ねた「常陽」遠隔監視システムの 2008 年時点のシステム(第 3 世代システム)
の構成を図 3.5 に示す。 
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図 3.5 2008 年時点の「常陽」遠隔監視システム 

これは、地域内のトラック II 専門家間での情報共有による地域透明性向上を目的として設計

されている。すなわち、自発的な情報公開に関心を寄せる機関が簡便にシステムを構築できる

よう、システムは簡素化・標準化され、第三者からの不適切な情報アクセスを防止しながら遠

隔地でデータを取得できるように、SNL と「常陽」の間で VPN が構築され、情報は暗号化さ

れた上で、適切にシステムが作動することが実証された。 
 当時、SNLは「常陽」以外にも、韓国原子力研究所(KAERI: Korea Atomic Research Institute)
やアイダホ国立研究所(INL: Idaho National Laboratory )とも、遠隔地二者間でのデータ授受

を可能とする遠隔監視システムを構築しその技術の実証を行っていた。SNLおよびJAEAは、

これらの独立した二者間遠隔監視システムを繋ぐことによってマルチな遠隔監視ネットワーク

(図 3.6)を構築することが可能であり、こうしたネットワークは近隣地域に存在するトラックII
機関同士の透明性向上に大いに貢献するであろうと指摘した 13。これに着想を得て、JAEAは

地域内の複数機関間での情報共有を促進するために遠隔監視ネットワークのポータルサイトを

試験的に構築・運用を行った(図 3.7)。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

図 3.6 マルチ遠隔監視ネットワークのイメージ 図 3.7 透明性ポータルサイトのホーム画面 

SNL 
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(4) PAS-16 情報共有フレームワーク構築への足掛かり 
 15 年にわたる「常陽」遠隔監視システムにかかる共同研究により、地域透明性向上の主要な

技術オプションであるインターネットを用いた遠隔監視システムが実証された。これに続く試

みとして、遠隔地にある複数機関間で情報共有を実施するフェーズが目指されたが、実際の情

報共有を行うにあたって、情報セキュリティ、商業機密、知的所有権等、考慮すべきいくつか

の技術的課題が認識された。 
これらを踏まえ、上述の技術的課題を解決しながらトラック II 専門家同士が効果的に情報共

有を行うことのできるコミュニケーションプラットフォームの構築を目指して、PAS-16「情報

共有フレームワークの構築」(4 章に詳述)に関する共同研究を開始することとした。 
 
3.3. CSCAPへの協力 14 

3.3.1. 概要 

アジア太平洋安全保障協力会議(CSCAP)は、アジア太平洋地域の安全保障協力のあり方を検

討するための恒常的な枠組みを提供することを目的とした民間の国際組織である。その設立趣

旨は「アジア太平洋地域内各国の信頼醸成と安全保障協力のための構造的プロセスを提供する

こと」であり、トラック II 協力のための対話フォーラムである。 
CSCAP は、1998 年 10 月に SNL の CMC に原子力専門家グループを設置した。専門家グル

ープの設置目的は、地域内の原子力関係者を主な対象とした「アジア太平洋地域原子力透明性

ウェブサイト」を立ち上げることであった。本グループは核不拡散のみならず、環境放射線や

施設運転の安全性を含んだ広義の透明性を取り扱っており、大気中の空間線量、使用済燃料や

放射性廃棄物処理の透明性向上にも取り組んだ。 
本グループには、日本、韓国、中国、ロシア、台湾、カナダ、インド、米国という、地域内

の全ての原子力利用国の専門家が参集し、さらに、ニュージーランド、シンガポール、モンゴ

ル、ベトナム、オーストラリアもこのグループに加わった。PNC は、SNL/CMC に設置された

専門家グループに 1 名専門家を派遣し、18 か月間にわたって「原子力透明性ウェブサイト」構

築のプロジェクトを支援した。 
 
3.3.2. 成果 

原子力専門家グループのもっとも大きな成果物は、「アジア太平洋地域原子力透明性ウェブサ

イト(図 3.8)」である(現在は閉鎖)。本ウェブサイトは、本来別個の場所に保管されている地域

内の原子力に係る様々なデータを、本サイトですべて収集することのできる「ワン・ストップ・

ショッピング」の場を提供することを目的とし、究極的にはアジア太平洋地域における原子力

の透明性を高めるとともに、原子力に関する計画の中に透明性が取り込まれることを目指した。

また、本取り組みは原子力利用に関して推進または反対の立場はとっておらず、原子力利用国

に住む人々の、大気中の空間線量、原子力施設の運転安全性、輸送安全性、使用済燃料やその

他の核分裂性物質の安全性に対する理解を推進することを企図した。 
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図 3.8 CSCAP アジア太平洋原子力透明性ウェブサイトのトップページ 
 

 本ウェブサイトでは、当時最先端のオンラインツールが用いられた。たとえば、地域内の空

間線量率をニアリアルタイムに表示する機能は世界初の試みであったし、また米国の超ウラン

廃棄物保管のための核廃棄物隔離パイロットプラント(WIPP: Waste Isolation Pilot Plant)の
バーチャルツアーシステムは、一般公衆が施設に赴くことなく放射線被ばくのリスクもない状

態で現場を訪問する新たな可能性を切り開いた。 
J. Olsen らは、核不拡散と信頼構築のための活動を推奨する自著 14 において、このウェブ

サイトが地域安全性をはじめとする関連するデータの「便利なワンストップショッピング」の

アクセスポイントの草分けである指摘している。 
 

4. 情報共有フレームワークの構築にかかる研究の成果 

 
3 章において、JAEA 及びその前身機関が米国 DOE 及び傘下の国立研究所と共同で実施し

てきた透明性にかかる過去の共同研究を概観した。本章ではこれに続く最近の取り組みで、米

国及び韓国の関連機関と共同で実施した「情報共有フレームの構築」にかかる研究について詳

述する。 
 

4.1. 研究概要
17 

(1) 日米韓による共同研究の枠組み 
 2011 年から 2013 年にかけて、JAEA は PAS-16 に基づき、「地域核不拡散協力のための情

報共有フレームワーク(ISF: Information Sharing Framework)の構築」と題した共同研究プロ

ジェクトを実施した。本プロジェクトは、DOE－JAEA 間、及び DOE－韓国教育科学技術部

(MEST)間の 2 つの独立した 2 者間研究開発取り決め下で計画が策定されたが、実質的には日

Events 
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米韓の実施機関である SNL、韓国核不拡散・管理機構(KINAC)、KAERI、JAEA(以下「プロ

ジェクトパートナー」)の多機関間の取り組みとして実施された。 
 
(2) 研究目的 

本プロジェクトの目的は、一連の遠隔監視システムに係る共同研究を通して認識された課題

(3.2.2 (4)参照)に適切に取り組みながら、核不拡散及び保障措置に関連する情報を地域の核不拡

散専門家間で直接共有することのできるフレームワークを設計し構築し、地域内の透明性向上

及び信頼醸成を後押しすることである。本プロジェクトの実施期間は 2 年間と設定され、その

終了時には、成果物として ISF を運用するための包括的な要求事項を作成することが目指され

た。尚 ISF は、下記通り定義された。 
地域の透明性向上を目的とした、核不拡散に関する情報をトラック II 専門家間で自主的に共有

するための持続可能な「情報交換プラットフォーム」 
 
(3) フレームワーク構築に向けたアプローチと本取り組みにおける実施範囲 

透明性は、2.1 に示した定義によれば、安全性、核不拡散(保障措置・計量管理)、核セキュリ

ティという 3S すべての分野を包含する概念であり、潜在的な利害関係者も政府機関、原子力

事業者、研究者、一般公衆を含む多岐にわたる。これらすべてを網羅するフレームワークを目

指すことは非現実的であり、具体的成果を得ることは困難であるとの認識から、プロジェクト

パートナーは下記のステップを経る「段階的アプローチ」をとることにした。 
① 情報授受者をプロジェクトパートナー機関に属する核不拡散専門家に、取り扱う情報

も核不拡散(保障措置、計量管理、核セキュリティ)に絞った比較的小さいフレームワ

ークに焦点を当て、このフレームワークが備えるべき要求事項を明確化する。 
② 要求事項に従ってフレームワークを構築し、情報共有を行う(デモンストレーションの

実施)。得られた知見を反映することでより適切なフレームワークに改良する。 
③ 将来的には、他の機関を招待し、共有する情報の種類も増加させる形でフレームワー

クを拡充する。 
PAS-16 の枠組みの下では、上記の将来的展望を見据え、①要求事項の明確化までを行うこ

ととした。 
2 年間の期間中、プロジェクトパートナーは、1)既存の地域協力枠組み及び将来的な地域協

力枠組み提案の調査、2)情報共有メカニズムの調査と整理、3) 潜在的な利害関係者を対象とし

たニーズ調査を実施し、2 回のワークショップ、月 1 回の電話会議、核物質管理学会米国本部

年次大会における特別セッションにおける議論を重ね、4)ISF の要求事項の作成を行った。 
 以下に 1)～4)の取り組みについて記す。 
 
4.2. 既存の地域協力枠組み及び将来的な地域協力枠組み提案の調査 

 上述のとおり、ISF の目的はアジア太平洋地域における核不拡散にかかる透明性を向上させ

ることで地域内の信頼を醸成することである。JAEA は当該プロジェクトを開始するにあたっ

て、過去の取り組みから示唆を得るべく、同様の目的を有する核不拡散分野における既存の地
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域協力の取り組みや将来的な構想について調査し、B.Hoffheins 他による “JAEA’s Efforts for 
Regional Transparency in the Area of Nuclear Nonproliferation8” にとりまとめた。本項で

はその調査結果の概要を簡単に紹介する。 
 
4.2.1. 既存の法的な地域協力枠組み：ブラジル・アルゼンチン核物質計量管理機関(ABACC)

及び欧州原子力共同体(EURATOM) 
 ABACC、EURATOM ともにアジア太平洋地域の枠組みではないが、法的な地域協力枠組み

としてとりわけ長い歴史と大きな成果を有しており、ISF にかかる取り組みを実施するにあた

り有益な知見を得ることができると考えられた。したがって、ABACC 及び EURATOM の設

立趣旨やその成果を調査し、アジア太平洋地域に核不拡散協力を目的とした法的枠組みを設立

する可能性や、その賛否という観点から分析を行った。 
ABACCは 1991 年に設立され、1994 年にABACC、アルゼンチン、ブラジル及びIAEAによ

って保障措置実施にかかる協力のための 4 者協定が調印された 15。ABACCの設立目的は、国

際社会に対してブラジル及びアルゼンチン国内における原子力の平和利用を保証し、当該国間

の公開性(Openness)を促進するとともに、他の地域に対する原子力平和利用を保証する制度モ

デルとなって、信頼と協力に基づく国際環境を確立することである。  
ABACC の活動は、当該地域のニーズと特性に合致した相互査察や情報交換を行うことで

IAEA 保障措置実施コストの削減に最大限寄与してきた。ABACC は他の地域計量管理制度

(RSACs: Regional Systems of Accounting for and Control of Nuclear Material)や国内計量管

理制度(SSAC)と同様、IAEA とパートナー関係にある。現在は、柔軟かつ効率よく保障措置を

実施することにより、IAEA 保障措置における国レベルアプローチ(SLC: State Level Concept )
の適用に向けた後押しをしている。 

一方、EURATOM 協定は 1957 年に発効し、その目的として、加盟国の協力の下で平和目的

に限った原子力にかかる有意義で持続可能なプログラムを開発し、各国が原子力利用を推進す

るために資源を共有することが掲げられた。また、具体的な目標として、共同研究開発、共同

トレーニング、原子力施設への統一安全基準の適用、原子力にかかる財源の安定化、および燃

料供給保証が挙げられる。 
EURATOM協定の条項ではこれらの目標を達成するための方策として、核セキュリティと核

物質管理、協定の順守を検認するための相互査察プログラム、原子力の平和利用促進のための

他国や他国際組織との協力義務等を定めている 16。このようにEURATOMにおける原子力活動

の透明性は、内部プロセス及び他国や他国際組織との相互コミュニケーションや協力活動とい

った形で担保されている。 
以上のとおり、ABACC と EURATOM ではその協定の条項の多くが、共同研究開発、民生

用原子力施設の相互査察、安全基準の確立と認証、核物質の授受等、国家間及びその国民の間

での協力や共同作業を規定しており、これらの法的・制度的な地域枠組みにおいては、情報共

有や透明性確保の活動は、法的な合意によって担保されていることを示している。これらの活

動は、地域の緊張を緩和し、原子力プログラムの安全で安定した施行を後押しするものである。 
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4.2.2. アジア太平洋地域における非公式の地域協力枠組み 

上述とおり、ABACC及びEURATOMにおける「透明性」は、法的に制度化された枠組みの

中で、法的な合意により担保されている。一方、アジア太平洋地域における地域協力の多くが、

アジア原子力安全ネットワーク(ANSN: Asian Nuclear Safety Network)やAPSNのような、任

意あるいは自発的な非公式の取り組みとして推進されており、法的に制度化された枠組みは存

在しない。2012 年に開催された核セキュリティサミットでは、当該地域において核セキュリテ

ィに焦点を当てた枠組みが存在しないことの問題点について、多くの専門家から指摘がなされ

た 17。この不在を埋める取り組みの一例として、アジア原子力協力フォーラム(FNCA: Forum 
for Nuclear Cooperation in Asia)が 2012 年に開催したワークショップが挙げられる。本項で

は、アジア太平洋地域における非公式の地域協力プログラムについて記す。  
 
(1) アジア太平洋保障措置ネットワーク(APSN) 

2006 年、オーストラリアはアジア太平洋経済協力 (APEC: Asia Pacific Economic 
Cooperation)を通じてアジア太平洋地域における保障措置にかかる新組織の設立を呼びかけ、

関係者は保障措置実施にかかる高い水準を促進することに重点を置いた自発的な専門組織を設

立することで合意した。APSNは、2009 年にそれまでの経験やグッドプラクティスを共有する

ことで、加盟国が保障措置や関連技術にかかる専門知識や能力を向上させることを目的とした

非公式な専門家ネットワークとして設立された 18。なお、APSNの役割には、規制や査察の実

施は含まれていない。 APSNのメンバーにはオーストラリア、カナダ、中国、インドネシア、

日本、マレーシア、ニュージーランド、フィリピン、韓国、ロシア、シンガポール、タイ、米

国、ベトナムの政府、及び保障措置に係る研究開発や保障措置実施に関わる政府関連組織が含

まれる。IAEAは、オブザーバーとして参加している。 
 
(2) アジア原子力協力フォーラム(FNCA) 

近隣アジア諸国との原子力分野の協力をより効率的・効果的に推進することを目的として、

原子力委員会の主導により 1990 年 3 月に「第 1 回アジア地域原子力協力国際会議(ICNCA)」
が開催された。これ以来、地域協力の進め方について原子力開発・利用を担当する大臣クラス

が意見交換する場として、定期的に ICNCA が開催され、同時に特定テーマについての実務的

協力が実施されてきた。  
これが母体となり、1999 年 3 月に開催された第 10 回ICNCAにおいて、より効果的かつ組織

的な協力活動への移行を企図して、新たな枠組みである「アジア原子力協力フォーラム(FNCA: 
Forum for Nuclear Cooperation in Asia)」への移行が合意された。参加国はオーストラリア、

バングラデシュ、中国、インドネシア、カザフスタン、韓国、マレーシア、モンゴル、フィリ

ピン、タイ、ベトナムであり 19、現行体制の下(1)放射線利用開発(産業利用・環境利用、健康

利用)、(2)研究炉利用開発、(3)原子力安全強化、(4)原子力基盤強化の各分野において、ワーク

ショップ等で意見交換や情報交換を行ってきた。 
2012 年 2 月、FNCAは核セキュリティと保障措置にかかるワークショップを主催し、核セキ

ュリティと保障措置の実施経験を共有することの重要性、関連する人材開発とインフラストラ
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クチャー構築を支援することの重要性を強調した 20。ワークショップには、原子力安全と保障

措置を担う省庁、核セキュリティと保障措置のトレーニングや技術支援のために設立された、

あるいはその計画のある関連組織が参加した。 
 
(3) アジア太平洋安全保障協力会議(CSCAP) 

アジア太平洋安全保障協力会議(CSCAP: Council for Security Cooperation in the Asia 
Pacific)は、政府機関及び研究機関に属する者が私的な立場でアジア太平洋地域の安全保障に関

連した情報交換を行うことを目的とした組織である。CSCAPの研究グループの 1 つ｢アジア太

平洋における大量破壊兵器の拡散への対抗(Countering the Proliferation of Weapons of Mass 
Destruction in the Asia Pacific)｣21は大量破壊兵器の不拡散を中心に取り組んでおり、より緊

密な地域協力と情報共有を目指した。また、1998 年よりSNLの技術的主導により、各種原子

力施設における環境放射線レベルの表示や施設のバーチャルツアー機能を含む｢アジア太平洋

における原子力活動の透明性(Nuclear Transparency in the Asia Pacific)｣ウェブサイトの開発

が行われ 22、JAEAが専門家を派遣することでこの取組みを支援した(3.3 に詳述)。 
 
(4) センター・オブ・エクセレンス(COE：Center of Excellence) 

2010 年の核セキュリティサミットにおいて、世界的な核セキュリティの向上を目的として、

いくつかの国家が COE の設立を宣言した。JAEA が 2010 年 12 月に設立した核不拡散・核セ

キ ュ リ テ ィ 総 合 支 援 セ ン タ ー (ISCN ： Integrated Support Center for Nuclear 
Nonproliferation and Nuclear Security)はその一例であり、国内関係者及びアジア太平洋地域

を始めとする他の原子力新興国からの参加者を対象とした保障措置及び核セキュリティにかか

るトレーニングを実施している。 
ISCN以外にも世界の様々な地域で、COE及び類似組織(あるいはその計画)が存在する 23。

これらの組織における取組みを調整し、グッドプラクティスやトレーニングの経験、その他非

機微情報を共有し、核不拡散・核セキュリティ専門家のネットワークを効果的に築くことによ

り、数多く建設されているCOEはより効果的・効率的に成果を上げることができると考えられ

る。 
2012 年の核セキュリティサミットでは、アルジェリア、オーストラリア、カナダ、チリ、チ

ェコ共和国、ドイツ、ハンガリー、インドネシア、イタリア、日本、ヨルダン、カザフスタン、

韓国、リトアニア、マレーシア、メキシコ、モロッコ、オランダ、パキスタン、フィリピン、

ウクライナ、アラブ首長国連邦、英国、米国から成る核セキュリティトレーニング支援センタ

ー(NSSCs: Nuclear Security Training and Support Centres)国際ネットワークに基づき、人

材強化、機器の設置、核セキュリティ事象の検知及び対応にかかる支援等に関する協力を実施

する旨の共同声明が出された。 IAEA は、このネットワークの調整支援を行っている。  
 
4.2.3. アジア太平洋地域における公式の地域協力枠組み構想 

アジア太平洋地域においても、EURATOM と同様の構造や目的を持った原子力平和利用に

かかる制度化された公式地域協力枠組みの構想が提案されてきたが、そのいずれも実現には至
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らなかった。こうした提案には、アジア原子力地域協力機構(Asiatom)(カナダ、米国、オース

トラリアは含まない )、太平洋原子力地域協力機構 (PACATOM: Pacific Atomic Energy 
Community 、カナダ、米国、オーストラリアを含む)、北東アジアにおける信頼構築に向けた

核透明性の強化(ENTNEA: Enhancing Nuclear Transparency for Confidence Building in 
Northeast Asia)が含まれ、EURATOM 同様に透明性向上にかかる目標が枠組みの中に組み込

まれている。 本項では、これらの実現には至っていないアジア太平洋地域における公式の地域

協力枠組み構想について記す。 
 
(1) アジア原子力地域協力機構(Asiatom) 

Asiatomは、プルトニウム利用の透明性に重点的に取り組むためのアジア版EURATOMとし

て提案された 24。この当初のアイディアを起点として、研究開発にかかる協力や調整、地域内

の濃縮と再処理、燃料供給と廃棄物処理、安全基準、地域の信頼醸成やIAEA保障措置の負担

軽減のための透明性強化など、地域の原子力協力、安全性、不拡散目標にかかる多様な目標が

取り込まれていった。 
 
(2) 太平洋原子力地域協力機構(PACATOM) 

PACATOMは、CSCAPの信頼醸成及び安全保障の強化方策にかかる国際作業部会

(International Working Group on Confidence and Security Building Measures)25により提案

された構想であり、情報共有、地域内の保障措置の実施、送電網の調整等を通じて、原子力に

関する活動によって生じる緊張を緩和させ、原子力安全性、核セキュリティ、保障措置の地域

協力を推進する枠組みとして提案された。 
 
(3) 北東アジアにおける信頼構築に向けた原子力透明性の強化(ENTNEA) 

Namら 26によって提唱されたENTNEAは、懸念のある分野にかかる情報を国家間で共有し、

「既知」の範囲を拡大し明確化することで、緊張を軽減するという概念である。これによって、

各国が存在しない脅威に反応することを避け、原子力施設に関わる環境、安全性、不拡散につ

いての不確実な懸念を減少しようというものである。情報共有の手段として、文書やデータの

交換が挙げられ、なかでも現地視察は特に関係者にとっては価値が高いとされた。ENTNEA
にかかる提案では、協力できる可能性の高い分野として、原子炉の運転安全性、使用済燃料の

安全性と核拡散の懸念、低レベル廃液の環境影響、原子力の一般公衆の受容などが挙げられて

いる。 
また、当該概念では、個別の課題や懸念に対する情報共有のニーズに応じた「非公式・段階

的アプローチ」を推奨している。「非公式・段階的アプローチ」とは、まずは複数国家にまたが

る技術的機関により、すべての関係者にとって有意義となりうる共同研究テーマ・学術的課題

を特定する。特定されたテーマや課題に取り組む中で、関係者間で必要なコミュニケーション

をとり目標を達成するために、技術的・管理的な情報共有プロセスが確立される。こうした協

力を長年にわたって実施することで、経験や教訓が蓄積され、手順が改善されることにより協

力体制が強化され、将来的に公的な ENTNEA の機関が形成されうる、というアプローチであ

JAEA-Review 2016-017

- 22 -



JAEA-Review 2016-017 

- 23 - 

る。  
JAEA、DOE、KINAC 及び KAERI が共同で実施した ISF にかかる活動は、原子力の平和

利用に関する理解を深め信頼を築くために、関係者間で共有されるべき特定の情報を確認する

ためのプロセスであり、ENTNEA が提唱するステップと類似した段階的アプローチがとられ

ることとなった。これらの活動の詳細は、この後のセクションで述べる。 
 
4.3. 情報共有メカニズムの調査と整理 

 ISF にかかる共同研究は 2011 年 12 月に東海村で開催された「透明性ワークショップ：情報

共有フレームワークの開発」(2011 年ワークショップ)によって開始された。本ワークショップ

には、JAEA、SNL、韓国核不拡散核物質管理院(KINAC)、韓国原子力研究所(KAERI)、国際

原子力機関(IAEA)、パシフィック・ノースウェスト国立研究所(PNNL)が参加した。参加者ら

は、ISF の目的、ニーズ、オーディエンス(情報授受者)、共有される情報のタイプ、情報共有

の方法、およびフレームワークを構築する共通の基盤を作るためのその他のトピックについて

討議した。 
中でも本ワークショップでは情報共有の方法、すなわち情報共有メカニズムに着目し、「直接

対面(face-to-face)方式」と「ウェブ利用(web-based)方式」のそれぞれについて検討がなされた。

その後 JAEA は、ワークショップにおける議論を踏まえ、この 2 つの情報共有メカニズムの特

徴についてさらなる分析を行い、地域内の透明性に資する ISF を構築する上で、直接対面方式

とウェブ利用方式をどのように利用することが好ましいかを考察した。本項ではこれらの情報

共有メカニズムにかかる検討内容について簡単に記す。(詳細は、川久保らによる“Development 
of Information Sharing Framework- Communication Strategies26”参照) 
 
4.3.1. 2つの情報共有メカニズム 

上述の 2011 年の透明性ワークショップでは、地域の透明性向上につながりうる情報共有の

方法(情報共有メカニズム)をリストアップしたうえで、それらの特徴について議論がなされた。

これらの情報共有の方法は、以下に記す「直接対面 (face-to-face)方式」と「ウェブ利用

(web-based)方式」に分類できる。 
 

(1) 直接対面(face-to-face)方式 
face-to-face 方式は、人々が同一の場所に集まって直接情報を交換する方法であり、ワークシ

ョップ、会議、人員の交換や相互交流、共同研究プロジェクト、現地視察などが含まれる。こ

れらの face-to-face 方式のいくつかについて、透明性向上の目的で実施された過去の例を挙げ

ながら以下に記す。 
 

ワークショップ 
ワークショップは典型的な face-to-face での情報交換形式であり、関係者が一堂に会して共

同で議論、問題解決、作業等を行うことである。前述の 2011 年ワークショップ(図 4.1)はその

1 例であり、本ワークショップでの双方向的なコミュニケーションを通して、参加者らは効率
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的かつ効果的にフレームワークの基本条件について合意が

得られた。また、周辺情報として、互いの所属機関の近況

や、透明性に関連する過去の活動及びそこから得られた教

訓、相互の関心事項等を共有することで、本プロジェクト

を共同で進めるための共通基盤・共通理解を築いた。 
なおJAEAはこれまで当該地域における透明性向上を目

的としたワークショップを数多く開催しており、近年では、

2008 年東京における「アジア太平洋地域の核不拡散のため

の透明性技術に関するワークショップ」27や、2009 年韓国

の大田(Daejeon)における「核不拡散の透明性のための地域協力に関する共同技術会議」28にお

いて、透明性に関する合意形成や共通理解の促進等の成果を上げている。 
 
人員の交換・相互交流 

人員の交換や相互交流も原子力の透明性向上に資するface-to-face方式の情報共有メカニズ

ムの 1 つと考えられる。たとえば、JAEAの核不拡散科学技術センター(現ISCN：核不拡散・

核セキュリティ総合支援センター)は 1988 年以来、継続的に米国の国立研究所の専門家を招聘

して共同で業務を行っている 29。これらの専門家は、ISCNと米国の関係機関の頻繁なコミュ

ニケーションを維持し、親密な関係を築く上で大きな貢献をしており、また招聘期間が終了し、

専門家が自国の組織に帰った後にも良好な関係が維持されている。 
このように、人員の交換・相互交流は機関同士の長期的かつ強固な関係を築く上で重要な役

割を果たしてきており、恒常的なコミュニケーションチャンネルが保持されていることは透明

性向上における重要要素である。ただし、人員の交換には交通費、生活費、宿泊費という面で

多くの資源を必要とすることは留意に値するであろう。 
 

以上に記した例の通り、face-to-face 方式ならば、参加者は直接的で双方向的な情報交換を行

うことができるという大きな利点があるが、一方で関係者の移動、労働、宿泊の時間と資源を

必要とするという欠点があることが自明である。 
 また、近年「半 face-to-face コミュニケーション方式」とも位置付けられるような、電話会

議やビデオ会議システムが一般化している。これらの使用により、関係者は移動のコストを払

うことなく、より頻繁に双方向的コミュニケーションを行うことができる。ただし、これらの

システムを利用するためには、ユーザーが必要なシステムを構築しなければならず、設備の購

入・技術的なサポートが必要になる。 
 

(2) ウェブ利用(web-based)方式 
ウェブ利用方式は、ウェブサイト、オンラインデータベース、バーチャルツアー、遠隔監視、

電子メールなどを含め、インターネットを通して情報を共有する方法である。以下に、これら

のいくつかについて、透明性向上の目的で実施された過去の例を挙げながら説明する。 
 

図 4.1 2011 年ワークショップ 
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図 4.3 JAEA の高速増殖原型炉「もんじゅ」のパノラマ写真 

文部科学省(現原子力規制委員会)による空間放射線データ閲覧システム 
文部科学省は、東京電力福島

第一原子力発電所の事故以来、

空間放射線量モニタリングポ

スト、浮遊塵埃サンプリング、

海洋放射線量モニタリングな

どのデータを継続的に収集、

編纂し、公開してきた。現在

もこれらのデータは「全国及び福島県の空間放射線量測定結果」として原子力規制委員会のウ

ェブサイトで閲覧可能である(図 4.2)30。ユーザーがマップ上の特定の場所を選ぶと、その地

域内で最も近いモニタリングポストから得られた空間放射線量、および過去のデータと傾向を

示すグラフが画面上に表示される。この空間放射線量データは 10 分ごとに更新される。この

ようなタイムリーな情報提供により、一般住民が各自の好きな時間に情報にアクセスし、その

時点の放射線レベルが許容可能なものかどうかを独自に判断することを可能にしている。 
 
バーチャルツアー、ビデオクリップ、写真その他の視覚ツール 

web-based方式ではバーチャ

ルツアー、ビデオクリップ、

写真、その他の視覚ツールも

利用可能である。その 1 例と

して図 4.3 に、JAEAの高速

増殖原型炉「もんじゅ」のニ

アリアルタイム・パノラマ写真を示す。この写真は 15 分ごとに更新される 31。こうした視覚

ツールは、ユーザーに対して文字から得られる情報以上の鮮明なイメージを与える点で有益で

ある。 
また、視覚ツールは、パン・チルト(カメラを上下左右に動かす)、ズーム、「フライスルー

(fly-through)」、他の機能を通して動画として提供したり、施設バーチャルツアーとして提供し

たりすることもできる。このように視覚ツールを有効活用することで、ユーザーに対して施設

訪問に準じた経験を提供することが可能となる。また、これは現場に訪問者を受け入れる施設

事業者側の労力を軽減するという利点もある。 
ただし、9.11 同時多発テロ事件後これらの視覚ツールを備えたウェブサイトの多くは核セキ

ュリティに関する懸念の高まりとともに閉鎖されている。 
 
ウェブサイトポータル 

JAEAは、専門家間で核不拡散に関連する情報を共有する目的で、2007年に「地域核不拡透

明性遠隔監視技術ウェブサイトポータル(ポータル)」を設置した(3.2.2 (2)に詳述)。このポータ

ルは、誰でもアクセスできる一般エリアと、登録されたIPアドレスと配布されたパスワードを

持つ許可されたメンバー(DOE-JAEA共同研究関係者)のみがアクセスできる保護エリアの2つ

図 4.2 原子力委員会のリアルタイム空間放射線量システム 
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のセキュリティレベルに分かれている。一般エリアには、透明性概念の紹介、透明性技術の説

明、関連するウェブサイトへのリンクなど、総合的な情報が掲載されている一方、保護エリア

には、共同研究プロジェクトの概要、施設画像のリモートビューイング、過去のワークショッ

プの文書など、より専門的な情報が含まれている 32。 
 

web-based 方式は間接的で一方向的なコミュニケーションになるため、事前に閲覧者のニー

ズ等を十分に調査しそれに適した内容を提供することが重要である。これによって、関係者が

移動のコストを払うことなく、情報をタイムリーに授受できる。ただし、web-based 方式のみ

で双方向的な議論や合意形成を行うことは効率的でないと考えられる。 
 
4.3.2. face-to-face方式とweb-based方式の比較 

(1) face-to-face 方式の利点と欠点 
face-to-face 方式では、参加者がその場で直接情報をやり取りできるため誤解が生じにくく、

また情報の受け手がその場で関連情報の追加や情報の明確化を要求することができるため、受

け手のニーズに合致した情報のやり取りが可能である。また、face-to-face 方式であれば情報に

アクセスできる者を制限することが容易であり、インターネットを介した場合の情報セキュリ

ティを気にすることなく情報のやりとりができる。もう一つの重要な利点は、参加者間に強固

で長期的な関係が築かれ、恒常的なコミュニケーションチャンネルとなりうるということであ

る。一方、主な欠点は移動にかかる人的・資金的コストであり、そのために会合の頻度が制約

される。 
 

(2) web-based 方式の利点と欠点 
web-based 方式は、インターネットを通して情報の提供者と受け手の間に一方向的で間接的

なコミュニケーションを可能にする。情報の提供者と受け手が一堂に会する必要はないため、

移動の費用と時間が節約され、情報がタイムリーに、両者にとって都合のいい形式(文書、図表、

動画、他)で提供される。また、情報の受け手は自分に関心のある情報を自分のペースで取得す

ることができるため、測定データ等、解析や問題の理解に時間を要する情報の交換に適してい

る。web-based 方式のもう 1 つの利点は、大容量の情報をサーバー上に保存することができ、

インターネットにアクセスさえできればいつでもどこでも共有できるということである。一方

主な欠点は、ウェブシステムの構築と維持管理や、誤解を生まないような適切なコンテンツの

選択等の負担が情報提供者側に生じることであろう。また、すべての関係者が、情報の悪用を

防ぐ一定レベルの情報セキュリティを担保するよう努めることが不可欠である。 
 

以上に記した face-to-face 方式及び web-based 方式それぞれの利点と欠点を表 4.1 にまとめ

る。どちらの方式にもそれぞれの利点と欠点がある。したがって、効率的・効果的な情報共有

フレームワークを設計・構築するためには、目的、参加組織、共有される情報のタイプ等を鑑

みて face-to-face 方式と web-based 方式の最適な組み合わせを見出すことが重要である。 
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表 4.1 face-to-face 方式と web-based 方式の利点と欠点 

 
4.3.3. web-based方式の技術的課題 

上述のとおり web-based 方式は非常に有用な情報共有の手段である一方、常に IT セキュリ

ティの問題が付随するため、IT 専門家との密接な連携により継続的に情報セキュリティを向上

させる手段を講じることが重要である。また、複数組織が使用するウェブ上のツールを開設す

る場合、このツールは参加組織それぞれの持つセキュリティポリシーすべてに適合するもので

ある必要があるだろう。ここでは、ISF に web-based 方式を採用した場合に考慮すべき IT セ

キュリティ上の課題について述べる。 
(1)  IT セキュリティ上の課題対処のための JAEA における過去の取り組み(VPN の適用) 

 利点 欠点 
face-to-face
方式 

・双方向的な議論と質疑応答によって

情報を正確に共有することができ

る。 
・受け手の要請に基づいて情報を提供

することができる。 
・情報の提供者がフィードバック、意

見、付加的な情報を得ることができ

る。 
・情報をセキュアな形で共有すること

ができる。 
・議論や合意形成に適している。 
・直接的な体験が可能である。(施設

訪問等) 

・情報の提供者/受け手の移動コストが

かかる。 
・頻度に限度がある。 
・共有される情報の量が限られる。 
・データなど、理解に時間を要する詳

細な情報の共有には適さない。 
 

web-based 方

式 
・情報の提供者/受け手の移動が不要。 
・インターネットに接続できれば、い

つでもどこでも情報の授受ができ

る。 
・ユーザーが自分の関心やペースに従

って情報を受け取ることができる。 
・大量の情報をサーバー上に保管し、

共有することができる。 
・情報の提供者側で提供する情報をあ

る程度制限できる。 
・システマティックにフィードバック

を集計できる。 

・情報提供側に以下の負担が生じる。 
- 設備の調達を含め、システムの構

築 
- システムとその変更または更新を

正式に許可する手順の確立 
- システムの保守 

・以下を避けるために情報提供側はシ

ステムに対策を講じる必要がある。 
- 誤解 
- 情報の悪用や改ざん 

・ユーザー側に、必要な情報を探す労

力が必要。 
・迅速なフィードバックを得ることが

難しい。 
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図 4.4「常陽」遠隔監視システムからのデ
ータ転送の様子 

図 4.5 複数組織参加ウェブサイ
トの構造 - 例 1 

図 4.6 複数組織参加ウェブサイ
トの構造‐例 2 

インターネットを介したデータ通信には第三者

による傍受や改ざんのリスクがある。このリスク

を低減する方策の 1 つが、仮想プライベートネッ

トワーク(VPN: Virtual Private Network)の適用

である。JAEA と SNL は、JAEA の高速実験炉「常

陽」遠隔監視システムと SNL サーバーの間に

VPN システムを構築し、保護されたデータ通信の

実証試験を実施した(図 4.4)。(3.2 に詳述) 
 

(2) 複数機関参加型のフレームワーク 
3.2.2.(3)に詳述の通り、JAEA は地域内の複数組織間による情報共有を促進するために、試

験的に遠隔監視ネットワークのポータルサイトの構築・運用を行った。ただし、これは JAEA
が SNL の関係者及び一般公衆に向けて情報を発信することを念頭に置いた設計であり、複数

組織が情報の提供・受信を行えるフレームワークに拡大するためにはいくつかの改良が必要で

ある。ここでは、複数組織が情報の授受を行うことを目的としたウェブサイトの構造例を、情

報管理の観点から示す。 
①  1 つの代表組織が運営するウェブサイト(図 4.5) 

複数組織が情報を授受するウェブサイトを管理する場合、参加組織の 1 つ(以下、管理者)が代

表してウェブサーバーの準備、システムの構築、コンテン

ツの管理を一括して行う方式が最もシンプルな形であろう。

管理者以外の参加組織がコンテンツを提供したい、または

コンテンツを更新したい場合には、管理者に情報を送り、

管理者がウェブサーバー上にその情報をアップロードする。 
この方式の難点は、1)管理者を通してコンテンツがアップ

ロードされるため更新に時間と労力を要する、2)管理者のウ

ェブサーバーに情報が保管されるため、知的所有権の問題

が発生する可能性がある、等が挙げられる。 
 
②  組織ごとに情報を管理するウェブサイト(図 4.6) 

各参加組織がそれぞれ独自にウェブサーバーを準備し、システムを構築し、コンテンツをア

ップロードして管理する。参加組織の一つが代表してウェ

ブサイトポータルを作成・提供し、各コンテンツへのリン

クがウェブポータル上に表示される。ユーザーはウェブサ

イトポータルを訪れ、対応するリンクをクリックすること

によって、希望するコンテンツへジャンプすることができ

る。 
この方式の利点は、情報がその所有者の管理下に留まる
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ため、所有者が自分たちでその更新、置き換え、削除を行えること、知的所有権の問題を回避

できること、またデータ容量の負担を分担することができること等が挙げられる。 
 
③  その他 

複数機関による情報共有を目的としたウェブサイトの管理方法は上記以外にも多く考えられ

る。クラウドコンピューティングの利用も一つのオプションであろう。 
また、ウェブサイトに提供されるコンテンツが客観的事実であること、偏った情報でないこ

とを担保するために、情報共有の取り組みに参画していない第三者(IAEA や非政府組織)がウェ

ブサイトの管理をすることも有効かもしれない。 
 
4.3.4. 情報共有メカニズムの分析から得られたISF構築に対する知見 

 4.3 節では、地域の透明性を向上させることを目的として、米国、日本および韓国の関係組

織間で核不拡散関連情報を共有するフレームワークの確立を支援するため、2 つの情報共有方

式、すなわち「直接対面」方式と「ウェブ利用」方式の特徴を分析した結果を示した。この分

析の結果は、それぞれの方式に独自の利点と欠点があり、フレームワークの目的とニーズに従

ってそれらの最適な組み合わせを見出すことが重要であるということを明確に示している。ま

た、ウェブ利用方式は費用対効果の高いタイムリーな方法で大量の情報を提供できる有益なツ

ールであるが、効果的、効率的かつ持続可能なフレームワークを確立するためにはやはり直接

対面コミュニケーションも重要であることが明らかである。 
 
4.4. 潜在的利害関係者(情報の提供者 / 受け手)へのニーズ調査 33 

透明性は、先に記した定義のとおり自主的な活動であり、強制的・法制度的な義務から発し

たものではない。したがって ISF が持続可能な形で実行されるためには、それが有用、有意義

かつ実行可能であると利害関係者(ここでは ISF を通じた情報の提供者並びに受け手を意味す

ることとする)に認識される必要がある。ゆえに、共有される具体的な情報、情報共有メカニズ

ム、更新の頻度等、情報共有を行う際の重要な要素について、情報の提供者と受け手の両者が

「良し」とするものを選択する必要がある。 
こうした認識を基に、プロジェクトパートナー機関である SNL と JAEA は、それぞれの組

織内で ISF の主な利害関係者と考えられる核不拡散の専門家に対してオンライン・アンケート

調査(SNL)及び面接聞き取り調査(JAEA)を行った。その目的は、利害関係者の ISF に対するニ

ーズ、期待事項、懸念を特定し、ISF の設計に取り入れることで、有意義で持続可能な ISF を

構築することであった。本項では、代表して JAEA が行ったニーズ調査の結果を記す。 
 
4.4.1. 調査の概要 

(1) 目的 
本調査の目的は、ISF に対するニーズ、期待事項、懸念を含む、ISF を設計する上で重要な

検討事項に関する利害関係者の所見を集約することであった。本調査により得られた成果と教

訓は、次のステップである ISF の構築と実施の段階で適切に取り入れられることになる。  
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(2) JAEA における聞き取り調査の対象者 
JAEA は ISF の利害関係者となる可能性のある者に対して面接式の聞き取り調査を行った。

4.1 において述べたとおり、ISF の主たる利害関係者はトラック II 組織内の核不拡散専門家に

焦点を絞ることで合意されているため、これに該当する者として JAEA は次の 3 つの分野の専

門家を調査の対象者として選択した。 
· 保障措置を含む核不拡散技術に関する研究開発 
· 核セキュリティ関連技術の研究開発、および核セキュリティに関する施策の調整・実施 
· 核不拡散と核セキュリティに関するトレーニングの企画・実施 
 
(3) 質問内容 

JAEA は、ISF を通じた情報共有に対する将来的・潜在的なニーズを含む利害関係者の関心

を把握するため、「現在すでに実施している情報共有」および「将来行ってみたい情報共有」に

分けて聞き取り調査を行った。その質問表を表 4.2 に示す。 
また、情報共有は双方向的な活動であることから、理論的にはすべての利害関係者が情報の

提供者と受け手の両方の役割を果たすことになる。したがって、調査対象者には、情報提供者

の視点と受け手の視点の両方から質問に回答してもらうこととした。 
 

表 4.2 調査で用いた質問表 (1/2) 
1. 現在すでに実施している情報共有 
役割 質問 
1.1 情報の提供者として 1.1.1 どのような種類の情報が提供されているか 

1.1.2 その情報の受け手は誰か 
1.1.3 その情報を提供する動機は何か 
1.1.4 その情報を提供するためにどのようなツールが用いられてい

るか 
1.1.5 どのような頻度でその情報を提供または更新しているか 

1.2 情報の受け手として 1.2.1 どのような種類の情報を受け取っているか 
1.2.2 その情報の提供者は誰か 
1.2.3 どのような期待事項／ニーズに基づいてその情報を受け取っ

ているか 
1.2.4 その情報を受け取るためにどのようなツールが用いられてい

るか 
1.2.5 どのような頻度でその情報を受け取っているか 

2. 将来行ってみたい情報共有 

2.1 情報の提供者として 2.1.1 どのような情報が提供される可能性があると思われるか 
2.1.2 その情報の受け手は誰か 
2.1.3 その情報を提供する動機は何か 
2.1.4 その情報を提供するためにどのようなツールが最適だと思わ

れるか 
2.1.5 どのような頻度でその情報の提供または更新が行われると思

われるか 
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2.2 情報の受け手として 2.2.1 新たにどのような情報が提供されれば有益だと思われるか 
2.2.2 その情報の提供者は誰か 
2.2.3 どのような期待事項／ニーズに基づいてその情報が受け取ら

れるか 
2.2.4 その情報を受け取るにはどのようなツールが最適だと思われ

るか 
2.2.5 どのような頻度でその情報を受け取りたいと考えるか 

 
4.4.2. 調査結果 

表 4.3 に現在行っている情報共有に関する回答を、表 4.4 に将来的な情報共有に関する回答

を示す。尚、両表における (1)、(2)、(3)は、4.4.1(2)に記した以下の分野に従事する聞き取り

対象者を表わす。 
(1) 保障措置を含む核不拡散技術に関する研究開発 
(2) 核セキュリティ関連技術の研究開発、および核セキュリティに関する施策の調整・実施 
(3) 核不拡散と核セキュリティに関するトレーニングの企画・実施 
 
 
 

表 4.2 調査で用いた質問表 (2/2) 
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4.4.3. 聞き取り調査の成果と考察 

聞き取り調査の結果から、JAEA はすでに他組織の専門家等と保障措置および核セキュリテ

ィに関する情報共有を多く行っていること、また将来更なる情報共有へのニーズがあることが

明らかになった。要点を以下にまとめる。 
 

情報共有にかかる現在の活動 
(1) 持続可能で意味のある情報共有を行うための「ニーズ中心」のアプローチ(Needs-oriented 

approach) 
情報の受け手のニーズは、各取り組みの範囲と目的によって異なっており、現在実施されて

いる情報共有のほとんどは受け手側の具体的なニーズに基づいて、計画・開始されたものであ

る。 
我々は調査対象者に対し、表 4.2 に示した質問表に加え、情報共有に対する当初の目的が達

成されたか否か、またその活動が当事者間の信頼醸成に貢献したか否かという二つの観点から、

情報の「受取り」の満足度を 0 点から 5 点で評価するよう求めた。その結果はすべて 4 点ない

し 5 点であった。このように満足度が高かったことは、信頼醸成とそもそものニーズの実現と

いう両側面から、受け手のニーズに基づく情報共有が有益であると関係者間で認識されている

ことを示している。 
したがって、ISF を持続可能で意味のある信頼醸成のプラットフォームにするためには、ISF

の構築においても受け手のニーズに基づいた情報を選択することが重要である。 
 

(2) 情報共有メカニズム 
情報共有メカニズムは前述とおり、「face-to-face」と「web-based」に分類することができ

る 26。どちらもそれぞれ利点と欠点があることから、現行の情報共有では、目的、内容、その

他の背景にしたがい適切なメカニズムが選択されている。 
1) face-to-face メカニズム 

「face-to-face」メカニズムにより、利害関係者は双方向的なコミュニケーションを通じて、

そのとき、その場所で、受け手のニーズに対応した情報を交換することができる。したがって、

共同研究開発やトレーニング・教育に関しては、議論や直接コミュニケーションに適した

「face-to-face」メカニズムが優先的に用いられている。 
「face-to-face」のもう 1 つの重要な利点は、情報セキュリティ対策が課題となる「web-based」

と異なり、参加者を合意が得られた人々に限定することによって、限られたオーディエンスの

間で比較的情報セキュリティが高い形で情報を共有できるということである。したがって、核

セキュリティ分野等、情報セキュリティと情報保護が重要である分野においては、専門家間で

の「face-to-face」の会合が設けられている。また、この方式の主な欠点の 1 つである移動の費

用と時間は、他の国際会議やワークショップなどの機会に「サイドミーティング」を開くこと

によって減らすことができると指摘された。 
2) web-based メカニズム 

APSN や FNCA などの地域協力枠組みでは、ウェブサイトやオンラインライブラリーが補完
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的に利用されていた。web-based ツールは複数のユーザーが同時に大量の情報を共有できるた

め、複数者間で情報共有を行うのに便利なツールである一方、情報提供者に設備の購入や、イ

ンフラの確立及び維持するという負担が生じるため、自主的な取り組みに於いては長期的な運

営が難しいという側面がある。 
APSN や FNCA などの枠組みでは、事務局がウェブサイト等の設立・維持において主導的な

役割を果たすことで上述の課題を克服している。ISF は、既存のウェブ利用方式の活用を含め、

APSN や FNCA 等の既存の枠組みとの協力を検討する必要がある。 
 

情報共有の将来的なニーズ 
(1) 核セキュリティの分野における情報共有 

核セキュリティは、機微情報の保護が特に重要となる分野である。核セキュリティの専門家

は、この問題を十分に認識した上でなお、一定の条件下で情報共有を実施することにより国際

的な核セキュリティ強化に資する情報分野があると指摘した。例えば、PPに関する研究開発や

実施から得られたベストプラクティスや教訓等は、機微情報や施設の詳細情報を共有すること

なく、PPシステムを改善するための貴重な洞察を専門家に与えるものである。また、核セキュ

リティを強化する他国の努力、たとえばINFCIRC/22534 が国内法にどのように取り入れられ

ているかを知ることは、他国の核セキュリティへの取組みについて信頼感を高めることになり、

それが地域の信頼醸成を促進する。 
核セキュリティ専門家への聞き取り調査において、これらの情報を共有する場合の留意点と

して下記が挙げられた。 
· 情報は、関連情報を適切に理解・活用できる核セキュリティ専門家の間だけで共有される

べきである。 
· 情報の受け手は、情報の管理と保護を定める一定の協定に合意すべきである。 
· 情報の提供者は、機微情報に抵触しない情報を慎重に選ぶか、あるいは受け手が具体的な

施設を想定できないように情報を一般化すべきである。 
· 電子メールやウェブサイトなど、インターネットを通じて情報が伝達される場合には、第

三者による情報の窃盗や改ざんを避けるために適切な情報セキュリティ対策が取られるべ

きである。 
· 専門家が直接顔を合わせて話し合うのは、情報セキュリティと保護の問題を軽減するすぐ

れた情報共有方法になりうる。 
 

(2) COE(センター・オブ・エクセレンス)の調整の必要性 
2010 年 12 月、国際的なセンター・オブ・エクセレンス(COE: Center of Excellence)として、

JAEA 内に核不拡散・核セキュリティ総合支援センター(ISCN)が設置された。これはアジア地

域を中心とした各国の核不拡散と核セキュリティにかかるインフラ整備のために、人材開発プ

ログラムを実施することを主な役割としている。現在、中国や韓国を含むアジア太平洋地域の

他の国々も核セキュリティにかかる COE を設立(または計画)している。専門家への聞き取り調

査においては、このような状況下で COE の設立と活動を成功させるためには、同様のイニシ
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アチブの間での密接なコミュニケーションを通じて、以下のような点について適切な調整を行

うことが重要であると指摘された。 
· トレーニングスケジュールの重複を避けること 
· 各国が強みとする分野を明らかにした上で、各 COE のカリキュラムを差別化すること 
· 内容や専門用語の用法の矛盾を避けること 
· 長期的に協力可能な分野を見出すこと 
地域内の複数の組織と調整を行う必要があることから、関連情報を共有する持続可能なフレー

ムワークを構築することが期待されている。 
 
4.4.4. ISFプロジェクトへのフィードバック 

ISF の設計に反映させるべき聞き取り調査から得られたフィードバックは次のとおりまとめ

られる。 
· ISF で共有される情報は、主に受け手のニーズに基づいて選択されるべきである。受け手

のニーズに合致する情報から、提供者は提供可能な情報・コンテンツを特定し、その性格

を考慮して適切な情報共有メカニズムを選ぶ。実現可能性と持続可能性を確保するために、

受け手と提供者が相互に利益を得られる情報のカテゴリをみつけることが重要である。 
· 情報共有を実施する際には、情報セキュリティ、情報保護、知的所有権など、情報の提供

者と受け手両者の懸念事項の対処方針を定めた取決めについて、すべてのオーディエンス

がそれに合意すべきである。 
· ISF は、効率的な情報共有メカニズムの構築及び管理(既存ウェブサイトの利用等)に関し

て、APSN をはじめとする既存の制度化されたイニシアチブとの協力を検討すべきである。  
· ISF は、web-based メカニズムによる情報共有だけではなく、face-to-face メカニズムも取

り入れるべきである。特に、情報セキュリティや情報保護を必要とする情報に関しては、

専門家会合を通じた情報共有など直接の伝達が有効である。 
· 利害関係者、情報共有メカニズム、対処されるべき懸念事項、情報更新の頻度など、ISF

が持つべき重要な特徴は、情報の種類によって異なると思われる。したがって、ISF を設

計する際には、それぞれの情報の種類ごとにこれらの特徴が特定されることが望ましいと

考えられる。 
  

4.5. 要求事項の作成 

PAS-16 の取り組みとして、プロジェクトパートナーは 4.2～4.4 で記した各種検討・調査結

果から得られた知見を踏まえ、ISF の構築及び ISF を用いた情報共有実施のための要求事項を

作成した。 
 
4.5.1. 概要 

(1) ISF 要求事項作成に至った経緯 
現在に至るまで、原子力分野における透明性向上の取り組みは世界で数多く実施され、情報

共有を目的とした枠組み作りも多くなされてきたが、活発かつ有意義な形で長期にわたり継続
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できた取り組み例は多くない 35。その要因として、枠組み構築のための体系的なアプローチが

ないこと、また透明性のプロセスが自主的なものであるためにその取り組みの持続可能性の担

保が困難であることが挙げられる。 
プロジェクトパートナーは、こうした過去の経緯を踏まえ、ISF を「持続可能」な枠組みと

するべく「体系的に設計・構築・実践する体系的アプローチ」として「要求事項」を作成する

こととした。 
 

(2) ISF 要求事項作成の前提 
原子力分野における透明性はその定義上、3S(安全性(safety)、保障措置(safeguards)、核セ

キュリティ(security))すべてを対象とし、その利害関係者もトラック I、トラック II、トラック

III すべてを包含する広範な概念である 6。当然、取り組みの目的、共有する情報の種類、必要

な情報セキュリティレベルなど ISF を設計する際に考慮すべき要素の多くが、分野(安全性、

保障措置、核セキュリティいずれか)や対象(トラック I、トラック II、トラック III のいずれか)
により異なってくる。したがって、本プロジェクトにおいては主要な利害関係者(情報の提供

者・受け手)をトラック II の組織に属する「専門家」に、情報の種類を核不拡散(Safeguards
および Security)に焦点を合わせることとした。 
 
(3) 要求事項作成時に考慮した点 

要求事項は ISF の設計、構築および実践の道標となるものである。したがって、ISF を効果

的なものにするためには、透明性にかかる取り組みは制度に基づかない自主的な活動であるこ

と、また情報共有のための体系的アプローチがないこと等の固有の課題を認識した上で要求事

項を作成する必要がある。 
 

持続可能性確保の必要性 
繰り返しになるが、原子力の透明性はその定義上、制度上の義務に発するものでなく自主的

な活動であるため、コストや人的資源が不足している場合、透明性にかかる活動はそれらの削

減対象になりやすい。結果として、情報共有の実施に際しては、その持続可能性の確保が困難

となる25。これに対する解決策の1つとして、ISFの効果、有効性および使いやすさ等を評価し

て、各関係者、スポンサーおよびその他の潜在的な利害関係者に対してISFの価値および重要

性を定期的に示すことが有効であると考えられる。これを踏まえ、関係者の継続的な関与とフ

レームワークの維持を促進するために、評価プロセスについても要求事項の中で明確化するこ

ととした。 
 
プランニングと実践に向けた体系的アプローチの提供 

ISF を現実的かつ有意義なプラットフォームとして構築するためには、ISF が利害関係者の

ニーズと期待にどのように応えうるか、また参加者の懸念に対してどのように対処するかをそ

れぞれ明確に示すことが重要である。例えば本研究において、ISF は主要なユーザーとして核

不拡散専門家を想定しているが、こうした専門家の懸念事項の 1 つに、第三者による情報の悪
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用を防止するための情報セキュリティと情報保護が考えられる。しかし仮にこうした懸念があ

っても、これらに対して適切な対策が用意されていることを関係者が確信できれば、情報共有

を実施する際の不安も軽減され、ISF の実現可能性も広がると考えられる。 
したがって要求事項は、それにしたがって ISF を設計すれば、利害関係者の重要なニーズと

懸念を適切に反映した ISF を構築できるような、「体系的なアプローチ」として機能するもの

を目指すこととした。 
 
4.5.2. ISF要求事項 

前項で述べた課題を認識した上で、ISF に対する要求事項は、本研究において次のとおり定

義された。 
 
共有する具体的な情報カテゴリごとに Plan-Do-Check-Adjust (PDCA)サイクルを実践する

こと。第 1 段階の「Plan」においては、目的、利害関係者(情報の提供者・受け手)、境界、コ

ンテンツ、共有する情報量、更新の頻度、情報セキュリティおよび信頼性、インフラストラク

チャーおよび持続可能性など要求事項の要素(Requirements Elements)を明確化しなければな

らない。 
 
(1) 持続可能性を確保する方法 

ISF の要求事項には、ISF の持続可能性を担保するために PDCA サイクルの概念を取り入れ

ている。PDCA サイクルは、サイクルをくり返すことによりシステムが継続して改善され、結

果として持続可能性の向上につながるものであり、業務管理やプロジェクト管理における継続

的改善を目的とした体系的かつ包括的なアプローチである。ISF の設計・構築および実施にお

ける PDCA サイクルの各段階が意味するところは以下のとおりである(図 4.7)。 
 

Plan(計画 )：「Plan」の段階では、情報カテゴリごとに ISF に対する要求事項の要素

(Requirements Elements)の明確化を行う。ISF を実践することにより自動的に PDCA サイク

ルが回るように、「Do、Check、Adjust」の方法も「Plan」の段階で検討する。 
 
Do(実施)：情報の内容を収集してインフラストラクチャーを構築し、「Plan」での定義に従い

情報共有を開始する。 
 
Check(評価)：「Plan」および「Do」による効果、使いやすさ、活動などを評価する。 
 
Adjust(改善)：継続的改善の促進につながる「Check」で得られた知見を次回の PDCA サイク

ルにおける「Plan」に反映させる。 
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図 4.7 ISF の設計、構築及び実施における PDCA サイクル 
 
(2) プランニングと実施のための体系的アプローチ  

ISF の要求事項を、利害関係者の重要なニーズと懸念を適切に反映した ISF を構築できるよ

うな「体系的なアプローチ」として機能させるために、要求事項の中で ISF が満たすべき利害

関係者のニーズ、期待、懸念およびその他の重要な要素(要求事項の要素：Requirements 
Elements)を定義し、ISF の下でこれらを実現する方法を明確化させることとした。この「要

求事項の要素」は、G. Baldwin35 らが提唱する透明性の「8 つの要素からなる構造」を参考に、

以下の 8 つから構成されるものとした。 
 

①目的 
情報共有の利害関係者は、受け手のニーズおよび提供者の期待の両方を考慮に入れて情報共有

の目的を明確に示す。  
 
②オーディエンス(情報の受け手) 
①で明確化された目的を元に、「情報の利用目的」、「情報の必要性」、「情報を必要とする

理由」を確認した上で、「情報の受け手」、「受け手の所属する組織および組織内での地位」

をふくむ具体的なオーディエンスを示す。 
 
③境界 
「情報の受け手および提供者の主要なニーズおよび懸念」、「取り組みの展望」、「ISFの必

要性」、「利害関係者の目的」、「ISFの構築方法」を考慮して、実施すべき取り組みの境界(ど
こまでを取り組みの範囲とするか)を明確にする。  
 
④コンテンツ 
(a) 共有する具体的な情報は以下に該当するものでなければならない。 
・利害関係者にとって関心のある、すなわち必要とされる情報。 
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・提供者が想定しているオーディエンスに公開できる情報、すなわち情報セキュリティおよび

知的所有権の問題に抵触しない情報。 
・ISFの目的に関連した情報。 
(b) 共有する情報量を明確にする。 
(c) 情報共有を行う頻度を明確にする。 
 
情報量(b)および共有の頻度(c)は、情報共有を開始、実践する際に必要な作業量およびその他の

リソース量に直接影響する。したがって、これらの要素をプランニングの段階で明確に定義す

ることは重要である。 
  
⑤情報セキュリティ  
web-basedメカニズムを通じた情報共有を実施する際には、適切に情報セキュリティ対策を講

じることにより、利害関係者間で支障なく意図したとおりに情報を伝達することが可能になる。

ここでは以下のような対策が含まれる。 
・認証：これは次の2つの目的に有効である。すなわち(1)情報の提供者を特定して不正行為者

によるなりすましを防止することと、(2)改ざんによる情報の改変を明らかにすることにより、

情報の完全性を証明することである。複数の関係者が利用する場合、認証に際しては公開鍵基

盤(PKI: public key infrastructure)を用いて情報提供者の身元を正確に確立する必要がある

が、同時に当該情報を複数の関係者がそれぞれ受領できるようにすることも必要になる。 
・暗号化：これは情報共有が認められた関係者以外で、当該情報の盗取やその他の手段を用い

たアクセスを企図する者への情報漏洩を防止する効果がある。 
・受領確認：これは提供者からの情報が実際に受け手へ到達したことを保証するために不可欠

な対策である。この対策が取られないと、当該情報が遮断または転送された場合に、提供者と

受領者のいずれも情報の消失に気づかない可能性が生じる。 
・情報保護責任：これは情報の共有後に、提供者と受け手の相互協議を通して受け手が当該情

報の保護または消去を行うものである。 
 
⑥情報信頼性(信頼の確立) 
⑤に記した情報セキュリティに関する要求事項は、情報提供者が意図した情報を想定する受け

手へ確実に伝達できるようにするためのものである。この状況で受け手が確信できるのは、入

念な対策のもとで当該情報が改変されることなく到達したという事実のみである。これに加え

「当該情報が本当に正しいものであるか」、「正しいと信じることができるか」、「実際は、

提供者は誤った情報を発信しているだけではないか」という疑問を解消し、情報の信頼性を担

保するために、情報提供者は以下の事項を考慮する。 
・本質的に提供者には真実以外を伝える動機がない。 
・同一の情報は、複数の情報源や独立した情報源をたどることでその信頼性が裏付けられる。

個別の情報を操作すると、これらの情報源の内容を一致させることが困難になるか不可能にな

る可能性がある。 
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・受け手は、別の経路から入手した異なる情報源で裏付けを得ることにより、当該情報の信頼

性を確立することができる。 
 
⑦インフラストラクチャー 
コストとリソース、アクセス管理、情報の種類と機微性、および対象となるオーディエンス等

を考慮に入れ、情報共有に関する効果的かつ効率的なインフラストラクチャー(face-to-faceま
たはweb-based)を選択する。同時にインフラの維持に関しても考慮する必要がある。ここでの

インフラの維持とはすなわち、ウェブサーバー等の設備管理、アクセス記録管理とともに、パ

ートナー組織変更等も継続して把握することを意味する。 
 
⑧持続可能性 
自主的なプロセスである透明性の活動を、持続性のあるものとするために、当該フレームワー

クに対する評価を行い、その意義を関係者に示すことが不可欠である。この評価のために、(a)
評価基準および(b)手法をISFの設計段階において明確に定義する。 
また、持続可能性を維持する方法の1つとして、情報のカテゴリごとに「Plan(計画)」、「Do(実
施)」、「Check(評価)」、「Adjust(改善)」(PDCA)サイクルを実践することが挙げられる。初

めのステップである「Plan(計画)」では、目的、オーディエンス(情報の受け手)、適用範囲、内

容、共有する情報量、情報共有の頻度、情報セキュリティと信頼性、およびインフラなど要求

事項の要素を定義する必要がある。 
 
これら8つの要求事項の要素はISFの「Plan(計画)」を立てるための体系的アプローチとして機

能し、これら要求事項の要素(Requirements Elements)を順に明確化することにより情報共有

を行うための「plan(計画)」が具体化される。この「Plan(計画)」にしたがってISFを構築し、

PDCAサイクルに沿って情報共有を実施することにより、ISFが継続的改善および持続可能性

が促進されることが期待される 36。 
 
4.5.3. 要求事項を適用した「Plan(計画)」策定例 

要求事項をより具体的に理解するために、プロジェクトパートナーが上述の 8 つの要求事項

の要素を明確化することにより策定した「Plan(計画)」の例を表 4.5 に紹介する。ここでは、「原

子力エネルギーおよび保障措置における各国の長期的研究開発(R&D)プランの意思決定プロセ

ス」にかかる情報共有を行う場合を例に挙げることとする。 
 

表 4.5 「Plan(計画)」策定例(1/3) 

要素 プランニング例 
1. 目的 • 情報の受け手：原子力および保障措置の研究開発に関する国際動向に対

する理解を深め、各国の研究開発プランにフィードバックする。 
• 情報の提供者：原子力利用および核不拡散にかかる透明性向上の意思を

示す。 
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要素 プランニング例 
2. オ ー デ ィ

エンス 
 ISF 参加機関(KINAC、KAERI、JAEA、SNL などのトラック II 機関)

において、保障措置の研究開発分野に従事する核不拡散専門家。 
 意思決定者およびスポンサーは二次的オーディエンスになると考えら

れる。 
3. 境界  機微性がなく核不拡散に関連した情報。すなわち公開文献、オープンソ

ース情報、ISF を通じて共有することに合意された文書に限る。 
4. コ ン テ ン

ツ 
(a) 情報量 
(b) 共有の頻

度 

共有する具体的な情報には以下のものが含まれる。 
 原子力委員会文書 

(a)原子力委員会小委員会の小委員会表題および会合文書表題の英語

訳：Word ファイルで数ページ 
(b) 更新の都度 

 原子力エネルギーに関する日本政府白書 
(a) 原子力エネルギーに関する各年度の日本政府白書のリンク(参照す

べき部分を具体的に示す)。 
(b) 年 1 回 

 韓国サポートプログラム(ROKSP)プロセス 
(a)韓国サポートプログラム(ROKSP)概要書： Word ファイルで 20 ペ

ージ 
(b) TBD 

 米国サポートプログラムプロセス 
(a) 米国サポートプログラムに関する四半期報告書：Word ファイルで

40 ページ 
(b) 年 1 回 

 年 2 回行われる IAEA の MSSP 会合の要旨 
(a)Word ファイルで 40 ページ 
(b) 2 年に 1 回 

5.情報セキュ

リティ 
 

 適切にセキュリティ対策が施されている専用の CMS10,ixを使用し、全参

加機関(SNL、KINAC、KAERI、JAEA)の情報セキュリティポリシーを

順守する。 
 共有文書は管理者により、情報セキュリティチェックを含むレビューを

受け、公開前に承認を受けるものとする。  
6.情報信頼性  情報提供者には、原子力エネルギーおよび保障措置における自国の長期

的な研究開発プランの意思決定プロセスに関して、真実以外を伝える動

機はないものとする。 
 情報提供者により共有された情報は、複数の情報源や独立した情報源に

より裏付けられるものとする。 
 情報の受け手は、ISF プロセス以外の経路から入手した異なる情報源で

裏付けを得ることにより、当該情報の信頼性を確立することができるも

のとする。 

                                                  
ix CMS はコンテンツマネジメントシステムの略であり、共同研究開発の促進を目的として、

SNL がプロジェクトパートナー間での関連情報共有用に構築、維持管理したシステムである。

CMS はパスワード照合機能によってアクセスが制限されており、オンラインライブラリーも

構築されている。  

表 4.5 「Plan(計画)」策定例(2/3) 
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要素 プランニング例 
7. イ ン フ ラ

ストラクチャ

ー 

• web-based：情報セキュリティを確保しつつ、関連文書および適切なリ

ンクが CMS に掲示されるものとする。また、関係者は 3～6 ヶ月に一

度、電子メールにより関連情報を交換するものとする。 
• face-to-face：関係者は、テレビ会議または直接会合により毎年 1 回、対

面形式の会合を行うものとする。 
8.持続可能性 (a) 評価基準 

• CMS へのアクセス頻度(月当たりアクセス回数) 
• 内容の満足度 
• CMS の使いやすさおよび利便性  
• (情報提供者)作業量は適切かつ処理可能な量であるかどうか 

(b) 評価方法 
• 自己評価に関しては対面形式の会合 
• ピアレビュー 

(a)で定義された評価基準の進展の測定に関しては、アセスメントによるピア

レビュー 
持続可能性を保つために、スポンサーの関与および支援も検討する必要があ

る。 
 

これら要求事項の要素を明確化することにより、懸念に対する対策および関連情報共有によ

るメリットが具体化されること、またこれらが参加者に明確に伝わることから、関係者のより

積極的な ISF への関与が期待できる。要求事項の要素は共有する情報によってそれぞれ異なる

と考えられるため、情報カテゴリごとに上記のような「Plan(計画)」を策定することが望まし

い。 
 

4.5.4. 「Plan(計画)」策定例から考察される要求事項の利点 

(1)ISF の持続可能性の担保 
「Plan(計画)」 の中で、特定の情報カテゴリのために設定した評価基準および評価方法を明

確化しており、定期的に ISF実施状況を評価することを奨励している。この評価結果を「Plan(計
画)」に反映させて改定し次の PDCA サイクルを回すことにより、継続的に情報共有プロセス

の改善および更新することが可能となり、結果的に、ISF はその時々での利害関係者のニーズ

に合致したコンテンツを、適切な方法で提供することが期待される。このような ISF の有意性

を関係者およびプロジェクトのスポンサー等に示すことができれば、各種活動の持続可能性の

担保にも役立つと考えられる。 
信頼醸成には、とかく長期的な関係が重要であることから、ISF の持続可能性に有効に働く

要求事項の持つ意義は大きいと考えられる。 
 
(2)参加者のニーズと懸念の反映  

参加者が情報共有を開始する前の「Plan(計画)」の段階において、あらかじめ以下の点につ

いて明確化できることが確認された。 

表 4.5 「Plan(計画)」策定例(3/3) 
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• 情報共有によって、情報提供者と受け手の双方にもたらされるメリット 
• 受け手のニーズに基づき、なおかつ提供者側も提供可能であると合意できるコンテンツ 
• 情報収集およびインフラの構築と維持管理に必要なリソース 
• 情報セキュリティ、情報保護、信頼性など提供者と受け手が共に有する懸念への対策 
8 つの要求事項の要素を明確化することで、体系的に上記のような関係者のニーズ、期待およ

び懸念に適切に対処した ISF の設計・構築・実施にかかる「Plan(計画)」を策定できることが

確認できた。 
 
(3)次のステップへの示唆 

ISF プロジェクトの次のステップは、(2)で例示した以外に、受け手のニーズに合致し、かつ

提供者も共有に合意できる情報のカテゴリを特定する作業である。そして、それぞれの情報カ

テゴリごとに 8 つの要求事項の要素を明確化する形で「Plan(計画)」を策定する。 
次に「Plan(計画)」にしたがって情報共有のためのインフラの構築、コンテンツの収集等を

実施し、情報共有を開始する(「Do(実施)」段階)。一定期間情報共有を実施した後に、「Plan(計
画)」において設定された評価基準および評価方法を用いてその成果を評価する(「Check(評価)」
段階)。評価結果から得られた知見は適切に「Plan(計画)」に反映し、(「Adjust(改善)」段階)、
2 回目の PDCA サイクルが開始される。 

ISF プロジェクトは、共有可能なコンテンツを、パートナー機関の核不拡散専門家という限

られたオーディエンス間で共有することで、ISF 機能の「実証」を試みる。プロジェクトパー

トナーは、この「実証」の段階を通して、ISF が限られたオーディエンスにとどまらずより広

範な潜在的な関係者にとっても持続可能で有意義なプラットフォームであることを示すことを

企図している。そして長期的には、プロジェクトパートナー以外の機関もオーディエンスとし

て招聘し、より多くの情報カテゴリを扱うことで ISF を拡充し、原子力透明性に関する国際的・

地域的な信頼醸成に貢献することを目指す。 
 

5. JAEAにおける地域透明性向上を目的としたワークショップ 

 
JAEA 及びその前身機関は、DOE との共同研究と並行して、通算 5 回の地域透明性向上に

かかるワークショップを主催または共催してきた(表 5.1)。これらのワークショップは、共同研

究相手である DOE や SNL 及び主要な関係者となる IAEA やアジア太平洋地域の関連機関から

の参加者を中心に各種テーマについて討議を行うとともに、将来的な展望を共有するものであ

った。 
尚、PAS-16 のプロジェクトパートナーである SNL、KINAC、KAERI 及びオブザーバーで

ある IAEA は、日本の他組織とともに、すべてのワークショップに参加し、重要な役割を果た

してきた。 
 

(1) 第 1 回ワークショップ「透明性と遠隔監視技術」 2002 年 2 月 26-27 日 大洗 
本ワークショップの目的は、遠隔監視システム技術の利用による、保障措置、計量管理、核
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物質防護等の強化及び透明性向上の可能性を議論することであり、参加者は、JNC(主催)、IAEA、

NNCA(韓国国家原子力管理規制機構)、KAERI、核物質管理センター(NMCC)、日本原子力産

業協会、DOE、SNL、LANL の代表者等、計 23 名であった。 
JNC、IAEA、KAERI 及び米国代表が、個々の遠隔監視技術の現状と将来計画の概要につい

て報告し、SNL はアジア太平洋地域における原子力透明性にかかる基本的概念及び国際的な保

障措置における仮想プライベートネットワーク(VPN)の利用に関して報告を行った。また、JNC
側で施設訪問の機会を設け、高速実験炉「常陽」の視察と DOE 共同研究の下で開発された「常

陽」遠隔監視システムのユーザーインターフェースツールの実演が行われた。 
 

(2) 第 2 回ワークショップ「地域における透明性及びワイヤレス通信」 2003 年 11 月 11-12 日 

敦賀 
本ワークショップの主要な議題は、JNC、KAERI、DOE、SNL、LANL 等の専門家により

透明性に関する過去の研究結果、無線 LAN 通信及び VPN 通信を用いた遠隔監視の経験、補完

的アクセスや統合保障措置を含む現在及び将来の保障措置に関する情報等を共有することであ

った。参加者は、IAEA、DOE、SNL、LANL、KAERI、原子力管理技術センター(TCNC)、
日本原子力研究所(JAERI)、NMCC 及び JNC(主催)であった。本ワークショップにおいて、JNC
側が施設訪問の機会を設け、参加者はもんじゅの施設を視察し、ワイヤレス通信の実演が行わ

れた。 
 

(3) 第 3 回ワークショップ「遠隔監視技術を用いた透明性及び核不拡散に関する地域協力」 
2006 年 2 月 8-9 日 大洗 

本ワークショップの主要な議題は、遠隔監視技術にかかる知見を共有するとともに遠隔監視

技術の透明性と核不拡散強化への適用可能性について議論することであった。JAEA の核不拡

散科学技術センター(NPSTC)(当時)の主催で開催され、NNCA、IAEA、DOE、LANL 及び SNL
から 35 名の参加者が集まった。 

JAEA、NNCA 及び SNL は各機関間に設置された遠隔監視技術が保障措置及び地域透明性

に対して果たしうる役割と、各機関が独自に実施している技術的取り組みについて報告を行っ

た。また、IAEA は遠隔監視システムに対する将来的な要求事項について提言した。本ワーク

ショップ期間中、SNL により遠隔監視技術関係者に対する技術トレーニングも実施された。 
本ワークショップにおける遠隔監視プロジェクトに関する議論を通して、JAEA、NNCA、

SNL、DOE の間で、今後の議論のテーマとして、保障措置に関連するデータ交換も含む遠隔

監視技術を用いた地域協力に強い関心が示された。 
 
(4) 第 4 回ワークショップ「アジア太平洋地域における核不拡散協力のための透明性技術‐地

域内信頼醸成に向けた遠隔監視と安全性の高い通信の適用」 2008 年 2 月 20-22 日 東

京 
本ワークショップは JAEA/NPSTC 及び東京大学グローバル COE プログラムの共催により、

2008 年 2 月 20-22 日に東京大学で開催された(図 5.1)。 
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本ワークショップの主な議題は、核不拡散にかかる地域協力と原子力利用にかかる信頼醸成

のための遠隔監視及び透明性技術の利用について議論することであり、参加者はインドネシア、

ベトナム、韓国、オーストラリア、日本及び米国の行政機関、研究所、原子力事業者、施設運

営者、IAEA、非政府機関(NGO)及びアジア太平洋の原子力開発関連学会に属する専門家及び

学生ら、合計約 70 名に上った。 
本ワークショップでは参加者によるプレゼンテーションや技術デモンストレーションを通し

て、透明性と地域における信頼醸成に資する技術オプションについて検討がなされた。ワーク

ショップ最終日には、学生と若い専門家たちが透明性概念を用いて、いくつかのシナリオ(国内、

2 国間、地域)に沿って仮想の地域透明性ネットワークを考案するケーススタディが行われた。

ワークショップ参加者からは、アジア太平洋地域に意義のある透明性フレームワークを構築す

るためには「時間、忍耐、想像力」が必要である等の重要な課題が提議された。 
 
(5) 第 5 回ワークショップ「情報共有フレームワークの構築」2011 年 東海 

本ワークショップは、PAS-16 と DOE/NNSA - MEST アクションシート 26 の活動として行

われ、情報共有フレームワークのニーズ確立に重点的に取り組んだ。ワークショップの参加者

は JAEA、SNL、KINAC、KAERI、IAEA とパシフィック・ノースウェスト国立研究所(PNNL: 
Pacific Northwest National Laboratory)であった。 

本ワークショップ参加者は、アジア太平洋地域における核不拡散協力のための情報共有フレ

ームワークを構築するにあたって、その目的や利害関係者等の基本的理解を共有するとともに、

関係者からのフレームワークに対するニーズを把握することに尽力した。急速な地域内の情勢

変化と、今後予想される原子力利用の拡大、そして現在すでにある拡散や安全性についての懸

念を考えあわせると、透明性フレームワークは IAEA の任務を強化して、地域パートナーの間

の信頼を築くものであり、必要なものであると結論された。 
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表 5.1  JAEA における透明性ワークショップ 

No. タイトル 参加者 テーマ 開催年 開催地 

1 透明性と遠隔監視

技術 
JNC、IAEA、  韓国、

US DOE、 SNL、その

他の日本の組織 

透明性ツールとし

ての遠隔監視の促

進 

2002 大洗、日本 

2 地域における透明

性及びワイヤレス

通信 

JNC、IAEA、韓国、US 
DOE、 SNL、日本の組

織  

地域設定における

遠隔監視の利用 
2003 もんじゅ、

日本 

3 遠隔監視技術を用

いた透明性及び核

不拡散に関する地

域協力 

JAEA、韓国、IAEA、

US DOE、SNL、その他

日本の組織 

地域協力と保障措

置のための遠隔監

視の経験と要求事

項の共有 

2006 大洗、日本 

4 アジア太平洋地域

における核不拡散

協力のための透明

性技術‐地域内信

頼醸成に向けた遠

隔監視と安全性の

高い通信の適用 

JAEA 、 東 京 大 学 、 
SNL、IAEA、韓国、ベ

トナム、オーストラリ

ア、インドネシア、太平

洋フォーラム CSIS、キ

ャンベラジャパン株式

会社、東洋メディック株

式会社、その他日本の組

織 

透明性、技術と地域

信頼構築の共通項、

次世代専門家の育

成 

2008 東京、日本 

5 情報共有フレーム

ワークの構築 
JAEA 、 SNL 、 韓 国

(KAERI 、 KINAC) 、

PNNL 

これまでの取組み

と成果の総括、情報

共有のニーズの確

立 

2011 東海、日本 
 

  

 
図 5.1  第 4 回ワークショップ「アジア太平洋地域における核不拡散協力のための透明性技

術」参加者(2008 年) 
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6. 透明性向上にかかる現在の取り組み：APSNとの協力 

 
6.1. APSNとの協力の経緯 

 これまで、JAEA 及びその前身機関における透明性向上にかかる活動は、主に DOE との共

同研究の枠組みで推進されてきた。透明性概念にかかる基礎研究に始まり、「常陽」で実施され

た透明性の重要な技術オプションである遠隔監視システムの開発及び実証試験を経て、透明性

向上のための情報共有の「実践フェーズ」に向けた情報共有フレームワーク(ISF)の構築に関す

る共同研究が行われた。 
日米韓の関係機関(SNL, KINAC, KAERI 及び JAEA)によって実施された PAS-16「ISF の

構築」にかかるプロジェクトは、2013 年 3 月に ISF が備えるべき要求事項の具体化をもって

完了した。次段階では、この要求事項にしたがって ISF を構築し、実際に情報共有のデモンス

トレーションを実施し、デモンストレーションで得られたフィードバックを ISF に反映するこ

とにより、効果的・持続的なフレームワークに強化していくという方針が共有された。また、

将来的には共有する情報の種類や参加者を拡充することで、より包括的な地域協力の枠組みへ

と進化させることも可能である(4.5.4(3)に詳述)。 
この次段階の取り組みは、研究開発よりも「実践」という側面が強いため、これまでの二者

間共同研究枠組み(DOE-JAEA 及び DOE-MEST)ではなく、ISF プロジェクトと類似した地域

性と目的を持ち、また既に情報共有のためのインフラを所有している既存の多国間・地域協力

枠組下での活動として継続することが希求された。 
既存の地域協力枠組調査の結果(4.2 に詳述)、APSNはアジア太平洋地域における保障措置実

施能力の向上を目的とした保障措置・核不拡散専門家間のネットワークであり、ISF構築にか

かる取り組みと目的や関係者に共通点があること、またすでに独自のウェブサーバーを所有し

ている(4.4.3 に詳述)ことから、APSNと連携することは双方に利すると考えられた。したがっ

て、プロジェクトパートナーのうちAPSNメンバーであるJAEAとKINAC(JAEAはオブザーバ)
を中心に、APSN枠組下でのISF構築及びデモンストレーションに向けた調整を開始した 37。 

 
6.2. APSN下でのISF活動計画 

2013 年 11 月にインドネシアのジョグジャカルタで開催された APSN のワーキンググループ

会合において、JAEA と KINAC は ISF 構築およびデモンストレーションにかかる APSN 下で

の活動について共同提案を行った。その後関係者との調整を経て、以下のような活動計画が関

係者間で合意された。 
(1) 長期的な活動計画 
・ KINAC と JAEA が APSN の Working Group III (WG III: 情報共有のためのウェブサイト

の構築・運用、及び IT 課題の解決を目的とする作業部会)と協力して、PAS-16で作成した

要求事項に従い情報共有ウェブサイト(ISF ウェブサイト)を設計、構築、運営する。 
・ KINAC と JAEA は以下のような保障措置の実施やその他核不拡散に関する情報を、情報

授受者のニーズに沿って収集・整備し、実際に提供を開始する。なお、提供する情報は実

施機関のサーバーに保管し、APSN のポータルサイトのリンク先からアクセスできるよう
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にする。提供する情報の例は以下のとおり。 
・保障措置や計量管理グッドプラクティス 
・保障措置や計量管理の研究開発に関する情報 
・保障措置・核不拡散の教育、トレーニングに関する情報 

・ APSN メンバーでこれらの情報の受領に興味のある機関は「オーディエンス機関」として

登録し、ISF ウェブサイトを通じてこれらの情報へのアクセスが可能とする。 
・ KINAC と JAEA は、定期的に有効性を評価し、本活動の機能及びコンテンツを継続的に

改善・拡充する。 
・ 将来的には、KINAC、JAEA 以外で情報提供に関心のある機関も本活動に迎えることで、

情報の種類や参加機関を拡充していく。 
以上のような長期的な ISF ウェブサイトの概念図を図6.1に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(2) 短期的活動の射程 

JAEA はすでに 3.2.2(3)に記した透明性ウェブサイト構築及び運営の経験があり、またコン

テンツの収集も先んじている。したがって、まずは JAEA が先行する形でウェブサイトを構築・

整備を行い、APSN メンバーに対して情報を発信する。コンテンツやウェブサイトの機能、お

よび新たなニーズについて APSN メンバーから得られたフィードバックを基に、KINAC も情

報提供の検討を開始するというステップを踏むことで合意された。 
以上のような、短期的な ISF ウェブサイト概念図を図 6.2 に示す。 

図 6.1 APSN における長期的な ISF ウェブサイトの概念図 
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図 6.2 APSN における短期的な ISF ウェブサイト概念図 
 
(3) 意義及び期待される利点 

以下に示すように、ISF ウェブサイトの構築及びそれを通じた情報共有を APSN の枠組下で

実施する意義及び利点は大きいと考えられる。 
・ APSN は保障措置に関するグッドプラクティスや関連する情報を専門家間で共有すること

によりアジア・太平洋の保障措置実施を強化するという、ISF プロジェクトと共通する活

動目的を有している。 
・ WG III の下で設計・運営されている APSN のウェブサイトやその運用経験を活用すること

で、より効率的にインフラ構築が可能となる。一方で、本活動は専門家にとって有効な保

障措置実施や関連する情報を継続的に授受可能なプラットフォームとしての役割を果たす

ことから、ウェブサイトの継続的な活性化が望める。また、IT 上の課題を抽出・検討する

ことによって継続的な改善が可能である。 
・ 本活動を通して「オーディエンス機関」はこれらの情報を効率的に入手することが可能で

あり、これは APSN 参加機関の保障措置や核不拡散カルチャー醸成に資することができる。 
 
 

6.3. JAEAにおける現在の取り組み：ウェブサイトの開発と今後の運用 

 前項で述べたとおり、PAS-16 の下で開始された ISF プロジェクトにおける「ISF の構築・

デモンストレーション」を実施するために、JAEA は APSN の WG III と協力して、APSN メ

ンバーに対して情報を提供する「ISF ウェブサイト」の構築を開始した。本項ではその概要を

記す。 
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6.3.1. JAEA ISFウェブサイトの要点と目的 

ISF ウェブサイトは、APSN メンバー(保障措置の実施者及び専門家)に対して、JAEA のこ

れまでの透明性に関する研究開発の成果をまとめて紹介するとともに、ニーズが高いと考えら

れる関連情報(保障措置や核セキュリティに関する、技術開発の取組み、自国・他国のキャパシ

ティビルディングのための取組み、グッドプラクティス等)にかかる情報提供を行う。 
ISF ウェブサイトの目的は、これらの取り組みを通して、 

目的① 自主的な情報提供による「高い透明性」を実践(将来的には KINAC も参加。また、他

の APSN メンバーの参加も期待) 
し、また APSN からフィードバックを得る(ニーズに合致していたか(または、ニーズは何か)、
得られた情報はどの程度有効であったか、ウェブサイトは使いやすかったか、等)ことにより、 
目的② 核不拡散・保障措置分野での透明性を向上させるための効率的・効果的な情報共有フ

レームワーク(ウェブサイト)のあり方の検討 
を実施することである。 

以上の目的①、②を継続的に実施することにより、持続可能で発展性のある情報共有フレー

ムワークの構築を目指す。なお、目的②は「APSN 運営上の IT 課題を検討し、参加機関のニ

ーズを反映したウェブサイトの構築・維持する」という APSN Working Group III の設立趣意

に沿うものであり、本取組を WG III の下で実施することはその目的を支援することが期待さ

れる。 
 
6.3.2. ISFウェブサイトの基本設計 

現在 JAEA が構築している ISF ウェブサイトの基本設計を図 6.3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 6.3 ISF ウェブサイトの基本設計 
(1) 主要コンテンツ：ウェブライブラリ機能の付加 
本 ISF ウェブサイトの主要コンテンツは 図 6.3 における“Contents”に格納されている。ここ

では、ウェブサイト訪問者は以下に示すようなカテゴリに属する情報を得ることができる。 
· Good practice for safeguards(保障措置のグッドプラクティス) 
· Safeguards R&D(保障措置にかかる研究開発) 
· Nuclear nonproliferation(核不拡散一般) 

ISF Website 

Basic understandings 
of Transparency 

Transparency 
Studies at JAEA 

Roles of ISF 
Website for APSN 

Contents Links Feedback 

Topic1 

Topic2 
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· Nuclear transparency(原子力透明性) 
· Energy strategy of Japan(日本のエネルギー政策) 

 
これらの情報カテゴリは、PAS-16 を始めとするアジア太平洋地域内の核不拡散・保障措置専

門家との対話の中で透明性の向上や信頼醸成の促進に役立つと指摘されてきた 10(情報受領者

にとってニーズがある)情報の中で、JAEA として提供可能であると判断したものである。 
また、本ウェブサイトは「カテゴリ」や「キーワード」によって検索が可能なウェブライブ

ラリ機能を備えており(図 6.4)、よりウェブサイト訪問者が欲しい情報にアクセスしやすくなる

よう工夫が施されている。 

 
図 6.4 ISF ウェブサイトにおけるウェブライブラリ機能 

 
(2) フィードバック機能 

本ウェブサイトの目的は 6.3.1 に記したとおり持続可能で有意義な情報共有フレームワーク

(ウェブサイト)のあり方を検討することであり、したがって APSN メンバーを中心とするウェ

ブサイト訪問者からのフィードバックを効率的・効果的に収集することが非常に重要である。 
訪問者が短時間で回答できるよう、ウェブサイトを通じて選択式で回答できるようなフィー

ドバック機能が付加されている。尚、次項に記す通り、フィードバックの通信については、情

報セキュリティに十分配慮した設計となっている。 
 

(3) 情報セキュリティ・知的所有権保護への配慮 
4.4.2 に示したとおり、情報共有を行う際には、情報セキュリティおよび知的所有権等に十分

配慮する必要がある。本ウェブサイトでは、フィードバック送信時の訪問者との通信について

は、第三者による悪用を防止するために https 通信を適用し、安全性を高めることとした。ま
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た、本ウェブサイトで入手可能な情報は、すべて JAEA にその所有権が帰属するものであり、

所定の公開手付きを経たものに限ることで、知的所有権保護を担保することとした。 
 
尚、ISF ウェブサイトは 2015 年中旬に公開され、今後はフィードバックを得ながら継続的

に更新・改善が行われる予定である。また、漸次的にプロジェクトパートナーである KINAC
を始め、APSN メンバーにもその活動を拡大していくことを目指している。 

 
7. 終わりに 

 
JAEA における透明性向上研究は、国内におけるプルトニウム利用の加速に伴い、国内外へ

の説明責任が高まったことに端を発して 1990 年代半ばに開始された。以降、長年にわたって、

DOE 及び傘下の国立研究所と共同で、透明性の向上を目的とした様々な研究や活動を実施し

てきた。 
その取り組みは、透明性概念の基礎研究に始まり、この研究において重要な技術オプション

として特定された遠隔監視システムについて、実際にそのシステムを高速実験炉「常陽」にお

いて開発・設置し、約 15 年にわたって継続的に遠隔監視技術の更新・実証が行われた。その

間、アジア太平洋安全保障協力会議(CSCAP)における透明性ウェブサイト開発の支援を行い地

域協力に貢献するとともに、地域内の関係者を広く招いたワークショップを開催することでそ

の取り組みの拡充を図った。 
これらの取り組みから得られた知見を基に、2011 年には日米韓の関係機関による情報共有フ

レームワーク(ISF)構築に向けた共同研究が開始され、その取り組み終了時には ISF の備える

べき要求事項が明確化された。原子力活動の透明性の重要性は、これまで広く認識されてきた

が、透明性向上のための具体的活動が長期にわたって活発に実施されてきた例は非常に少ない。

これは、透明性の概念自体が幅広く、かつ曖昧であること、また、透明性を具現化する「情報

共有」を行うための構造化されたメカニズムが存在しないこと、また透明性にかかる活動は、

その定義上自発的な活動であるため持続性を担保することが難しいといった課題が存在するこ

とに依ると考えられる。したがって、本共同研究により、「要求事項」の形で、持続可能で有意

義な情報共有を実施するための、具体的かつ構造的な情報共有のステップを示したことは、こ

れまでの透明性研究の歴史において、透明性の「実践フェーズ」に向けた非常に重要な一歩で

あったと言える。 
透明性、地域の信頼醸成は一朝一夕では達成し得ない、長期的な継続が重要となる分野であ

る。20 年近くにわたる JAEA における透明性にかかる概念的、技術的研究を基盤とし、今後

も有意義で持続可能な透明性活動、情報共有活動を実践することにより、地域の信頼醸成や

IAEA 保障措置の補完に繋がることが期待される。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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